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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高(百万円) 81,690 75,091 73,623 78,033 82,571

経常利益又は経常損失（△）

(百万円)
693 △1,049 3,620 4,858 5,233

当期純利益又は当期純損失

（△）(百万円)
296 △1,553 2,140 2,657 2,828

包括利益(百万円) － － － 2,482 2,764

純資産額(百万円) 28,983 26,133 28,359 30,434 32,516

総資産額(百万円) 77,438 61,978 67,943 72,519 73,441

１株当たり純資産額(円) 1,643.151,478.881,603.341,721.691,859.49

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）(円)

17.15 △89.82 123.72 153.64 164.17

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額(円)
－ － － 153.37 163.44

自己資本比率（％） 36.7 41.3 40.8 41.1 43.5

自己資本利益率（％） 1.0 △5.8 8.0 9.2 9.2

株価収益率（倍） 50.0 － 11.1 8.0 8.3

営業活動によるキャッシュ・

フロー(百万円)
3,115 7,094 7,655 8,018 7,151

投資活動によるキャッシュ・

フロー(百万円)
△11,678 △2,452 △2,688 △3,929 △7,256

財務活動によるキャッシュ・

フロー(百万円)
5,851 △4,246 △978 △2,225 △3,427

現金及び現金同等物の期末残

高(百万円)
1,750 2,007 6,009 7,856 4,278

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

1,476

（137）

1,519

（146）

1,514

（173）

1,529

（219）

1,541

（232）

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第79期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

３. 第78期及び第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４. 第79期の株価収益率については、当期純損失のため記載しておりません。

５. 第81期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表分）を適用し、遡及処理しております。　
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高(百万円) 62,035 55,202 57,996 62,892 66,058

経常利益又は経常損失（△）

(百万円)
251 △1,867 3,070 4,591 4,730

当期純利益又は当期純損失

（△）(百万円)
153 △1,767 1,779 2,661 2,749

資本金(百万円) 4,723 4,723 4,723 4,723 4,723

発行済株式総数(株) 17,312,76017,312,76017,312,76017,312,76017,312,760

純資産額(百万円) 25,749 23,183 24,890 27,019 29,293

総資産額(百万円) 65,953 53,606 59,182 63,915 65,121

１株当たり純資産額(円) 1,488.511,340.171,438.851,560.051,700.69

１株当たり配当額(円)

(内１株当たり中間配当額(円))

20.00

(10.00)

15.00

(10.00)

22.00

(10.00)

26.00

(13.00)

28.00

(13.00)

１株当たり当期純利益金額又

は１株当たり当期純損失金額

（△）(円)

8.85 △102.16 102.89 153.87 159.57

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額(円)
－ － － 153.60 158.86

自己資本比率(％) 39.0 43.2 42.1 42.2 44.9

自己資本利益率(％) 0.6 △7.2 7.4 10.3 9.8

株価収益率（倍） 96.9 － 13.3 8.0 8.5

配当性向(％) 226.0 － 21.4 16.9 17.5

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

968

（100）

982

（108）

970

（117）

966

（156）

980

（177）

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第79期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在

していないため記載しておりません。

３. 第78期及び第80期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４. 第79期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失のため記載しておりません。

５. 第81期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、「１株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表分）を適用し、遡及処理しております。
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２【沿革】
年月 事項

昭和11年11月 東京府荏原郡に株式会社藤森工業所を設立。（防水防湿紙、各種アスファルト塗料、車両用屋根張防

水布等の製造販売を目的とする合資会社藤森工業所を改組）

昭和18年10月 東京都目黒区に研究所を設置。

昭和19年３月 商号を藤森工業株式会社に変更。

昭和19年７月 静岡県駿東郡に静岡工場（平成５年４月静岡事業所に名称変更）を建設。（現沼津市）

昭和22年11月 川崎市今井上町に川崎工場（平成５年４月川崎事業所に名称変更、平成17年５月横浜事業所へ移

転）を建設

昭和24年10月 大阪市南区上汐町に大阪出張所を開設。（現大阪支店　大阪市中央区）

昭和31年５月 ポリエチレン加工紙「ポリラップ」の製造開始。

昭和33年10月 福岡市薬院大通に九州出張所を開設。（現九州営業所　福岡市中央区）

昭和35年10月 大阪府北河内郡に大阪工場を建設。（昭和51年９月名張工場へ移転）

昭和35年11月 剥離紙「バイナシート」の製造開始。

昭和37年２月 アメリカ・ヘドウィン社とプラスチック製折畳液体容器「キュービテーナー」の製造に関する技

術導入契約を締結。昭和39年４月、製造開始。

昭和40年７月 プラスチッククロスシート「ハイピー」の製造開始。

昭和43年９月 協和工業㈱に28.2％を出資し、商品の仕入先及び外注先とする。（昭和55年２月、53.5％を出資、子

会社とし、昭和63年10月、出資比率98.5％に増加し、平成６年４月、ニッカ㈱と合併し、フジモリプラ

ケミカル㈱とする）

昭和44年12月 当社製品を販売するフジモリ産業㈱に30.0％を出資。（平成３年４月、100％出資の子会社とし、平

成９年３月第三者割当増資及び平成10年３月、平成15年７月、平成18年３月ならびに平成23年９月、

株式の一部を売買したことにより、出資比率が78.1％となる）

昭和45年５月 静岡県小笠郡に大浜工場（平成５年４月大浜事業所、平成17年４月掛川事業所に名称変更）を建

設。（現掛川市）

昭和51年９月 三重県名張市に名張工場（平成５年４月名張事業所に名称変更）を建設。

昭和51年10月 医療機器包装材「メディック」の製造開始。

昭和51年12月 当社の印刷工程の外注先、ニッカ㈱に53.1％の出資を行い子会社化。（平成３年４月、出資比率を

96.1％に増加、平成６年４月、協和工業㈱と合併し、フジモリプラケミカル㈱に商号変更、出資比率

は98.2％となり、平成14年３月及び平成15年３月、株式の一部を取得したことにより、出資比率

99.9％、平成17年１月、株式の一部を取得したことにより出資比率100％となる）

昭和54年６月 剥離フィルム「フィルムバイナ」の製造開始。

昭和59年５月 アセプティック自動包装システムの販売開始。

平成２年３月 マレーシア・クアラルンプールに子会社ニッカ㈱（現フジモリプラケミカル㈱）出資による現地

法人NK SOUTHEAST ASIA SDN.BHD.を設立、東南アジア方面への包装用資材及び包装用機器の販売を

開始。（平成９年１月、MFPC SDN.BHD.に社名変更）

平成３年２月 タイ・バンコクに子会社フジモリ産業㈱出資による現地法人THAI FUJIMORI TRADING CO.,LTD.を

設立、東南アジア方面への化成品の販売を開始。

平成４年７月 群馬県沼田市に沼田工場（平成５年４月沼田事業所に名称変更）を建設。

平成５年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録。

平成７年４月 フレキシブルコンテナ「角形ハイキャリー」の製造開始。

平成７年10月 当社の縫製加工の外注先、南栄アクト㈱に51％の出資を行い子会社化。（平成10年11月、第三者割当

増資を引き受けたことにより、出資比率が75.5％となる。平成21年６月清算結了。）
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年月 事項

平成８年５月 タイ・バンコクに子会社フジモリプラケミカル㈱出資による子会社、THAI FPC CO.,LTD.　を設立。

平成９年４月アユタヤ県（バンパイン）にて医療用包装資材の製造・販売を開始。（平成20年３

月、平成23年６月ならびに８月、株式の当社一部買取りにより、当社出資比率36％、フジモリプラケ

ミカル㈱59％となる。）

平成９年２月 注出口付プラスチックフィルム製自立袋「フローパック」の製造開始。

平成11年３月 100％出資の子会社、アデコ㈱を設立。平成15年４月ペットボトル用プリフォームの製造開始。

平成12年12月 プラスチックフィルム製液体容器「Ｚテーナー」の製造開始。

平成13年12月 沼田事業所に新棟を建設し、精密塗加工関連製品の生産体制を増強。

平成14年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成15年２月 当社の包装材料加工の外注先、まつやセロファン㈱に出資、100％子会社化。

平成15年７月 フジモリプラケミカル㈱から化成品の販売に関する営業権を譲受けし、同社を生産子会社化。

平成16年３月 東京証券取引所市場第一部に銘柄指定。

平成16年６月 神奈川県横浜市に横浜事業所を建設。

平成16年10月 横浜事業所敷地内に研究所を移転。

平成17年５月 川崎事業所から横浜事業所へ移転完了。

平成19年４月 群馬県利根郡昭和村に昭和事業所建設。

平成19年９月

平成21年11月

平成22年３月

中国・香港に、100％出資の子会社 ZACROS(HONG KONG)CO.,LTD. 設立。

名張市滝之原工業団地に工業用地取得のための土地売買契約を締結。

本社を東京都新宿区に移転。

平成22年11月 当社子会社フジモリ産業㈱49％出資のTHAI FUJIMORI TRADING CO.,LTD.清算。

平成22年12月 中国・深セン市に当社子会社フジモリ産業㈱100％出資の深セン市藤深科技材料有限公司設立。

平成23年１月 中国・深セン市に当社子会社ZACROS（HONG KONG) CO.,LTD.100％出資の賽諾世貿易

（深セン）有限公司設立。

平成23年12月 米国イリノイ州に当社100％出資の子会社 ZACROS AMERICA,Inc. を設立。

平成24年３月 名張市滝之原工業団地に三重事業所を建設。

平成24年３月 100％出資の子会社、アデコ㈱を清算。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び関係会社）は、藤森工業株式会社（当社）及び子会社９社（うち連結子会社４社、非連結子会

社５社）から成り主な事業は「ライフサイエンス」「情報電子」及び「建築資材」の製造・販売となっております。

　ライフサイエンス事業は、売上高の51.4％を占める当社グループの安定事業と位置づけられ、当該事業における主要製

品は、食品・生活用包装材、医薬・医療用包装材、詰替／注出口付きパウチ、プラスチック製折畳液体容器となっており

ます。具体的には液体スープやレトルト食品の食品包装材、医薬品包装材、ディスポーザブル（使い捨て）医療機器の滅

菌用包装材、歯磨・化粧品用ラミネートチューブや、洗剤、シャンプー等の詰替容器及び業務用工業薬品など液体容器の

プラスチック製折畳容器等となっております。 

　情報電子事業は、売上高の36.9％を占める当社グループの主要な事業となっており、当該事業における主要製品は、偏

光板（光学用）用プロテクトフィルム、層間絶縁フィルム、剥離フィルム、情報関連機器用材であります。具体的には液

晶テレビ等ＬＣＤ（液晶ディスプレイ）の製造工程に用いられる偏光板（光学用）用プロテクトフィルム、パソコンや

ゲーム機等のＩＣに使用される層間絶縁フィルム等の電子回路用材等となっております。  

　建築資材事業は、ビル用煙突、ボイドスラブ、空調用配管等の建築資材及びトンネル用資材といった土木資材が主な製

品となっております。 

　事業内容と当社グループの当該事業にかかる位置付けは次のとおりであります。製品の製造及び販売は当社及びグ

ループ会社が行っております。なお、事業区分は、報告セグメントと同一であります。　
事業区分 主要製品 会社名

ライフ

サイエンス

食品・生活用包装材、医薬・医療用包装材、詰替／注

出口付きパウチ、プラスチック製折畳液体容器

藤森工業株式会社

フジモリ産業株式会社

フジモリプラケミカル株式会社

まつやセロファン株式会社

THAI FPC CO.,LTD.

MFPC SDN. BHD.

ZACROS（HONG KONG) CO.,LTD.

深セン市　藤深科技材料有限公司

賽諾世貿易（深セン）有限公司

ZACROS AMERICA,Inc.(注）

製造・販売

販売

製造

製造・販売

製造・販売

販売　

販売

販売

販売

販売　

情報電子
偏光板（光学用）用プロテクトフィルム、層間絶縁

フィルム、剥離フィルム、情報関連機器用材

藤森工業株式会社

フジモリ産業株式会社

ZACROS（HONG KONG) CO.,LTD.

賽諾世貿易（深セン）有限公司

製造・販売

販売

販売　

販売

建築資材
ビル用煙突、ボイドスラブ、空調用配管、トンネル用

資材

藤森工業株式会社

フジモリ産業株式会社

深セン市　藤深科技材料有限公司

製造

製造・販売

販売　

（注）ZACROS AMERICA,Inc は、平成23年12月8日に法人登記を完了し、平成24年1月8日より営業を開始致しております。

      ※ アデコ株式会社は、平成24年3月30日に清算結了しております。　
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　以上に述べた当社グループの概要図は次のとおりであります。

　

（注）ZACROS AMERICA,Inc は、平成23年12月8日に法人登記を完了し、平成24年1月8日より営業を開始致しております。

   

  ※  アデコ株式会社は、平成24年3月30日に清算結了しております。
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４【関係会社の状況】

（１）連結子会社

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容
役員の兼
任

資金
援助

営業上の取引 設備の賃貸借 その他

フジモリ産業㈱
東京都

品川区
303

ライフサイ

エンス　

情報電子　

建築資材

78.1あり なし

樹脂等の仕入、土

木資材、包装材等

の販売

－ －

フジモリプラケ

ミカル㈱

愛知県

春日井市
186

ライフサイ

エンス
100.0あり なし

印刷・塗工等の

委託、包装材等の

仕入・販売

工場用建物、機械

の一部を賃貸
－

まつやセロファ

ン㈱

広島県

東広島市
40

ライフサイ

エンス
100.0なし あり

印刷・塗工等の

委託、樹脂等の販

売、包装材等の売

買

工場用土地・建

物ならびに機械

の一部を賃貸

－

THAI FPC CO.,

LTD.

タイ国

アユタヤ県

28

百万バーツ

ライフサイ

エンス

95.0

（59.0)
あり なし

印刷・塗工等の

委託、樹脂等の仕

入、包装材等の販

売

－ －

　（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

２．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３．上記子会社は、いずれも有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。

４．売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）が連結売上高の10％を超える連結子会社の「主な損益情報

等」は、次のとおりであります。

名称
売上高
（百万円）

経常利益
（百万円）

当期純利益
（百万円）

純資産額
（百万円）

総資産額
（百万円）

フジモリ産業㈱ 18,365 416 214 2,236 7,011

（２）その他連結子会社の現状に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

ライフサイエンス    806（145）

情報電子    405 （ 59）

建築資材        104 （  8）   

　報告セグメント計  1,315 （212）

全社    226 （ 20）

合計  1,541（232）

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているもので

あります。

(2）提出会社の状況

 平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

980 （177） 36.9 13.2 6,182,948

　

 平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

ライフサイエンス    426（102）

情報電子    405 （ 59）

　報告セグメント計    831 （161）

全社    149 （ 16）

合計 　 980（177）

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

３．全社として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているもので

あります。

(3）労働組合の状況

　当社グループの労働組合（組合員数239人）は６組合に分かれておりますが、労使の交渉にあたって６組合は「全

藤労」を結成し、同時に交渉しております。

　なお、労使関係は安定しており、特に記載すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度における国内経済は、東日本大震災の影響による悪化から穏やかな回復を続けてきましたが、その

後、急激な円高の進行及びタイの洪水等を背景に輸出の減速、生産面の制約増大等の影響を受け、景気は昨年の秋口

より足踏み状態となりました。年度末にかけては円高の修正、震災からの復興需要等により復調の兆しが見られたも

のの、景気の先行きには依然として不透明な状況が続く展開となりました。

このような環境の下、情報電子事業では一部関連業界の生産調整及び円高の影響を受けましたが、新設機による生

産増加が寄与するなど年度後半には売上は回復傾向となりました。さらに建築資材事業、ライフサイエンス事業にお

いても受注は堅調に推移した結果、グループ全体で増収となりました。

損益面では、材料単価の上昇・円高及び昭和事業所・三重事業所の設備投資に伴う減価償却費増加等の影響を受

けましたが、グループ全体では売上増加に伴う採算改善に加え、生産効率の向上に引続き努めたことなどから、前年

同期比で増益となりました。また、非連結子会社アデコ株式会社の清算並びにタイ連結子会社の洪水被害による損失

等に伴い、４億21百万円の特別損失を計上しました。

その結果、当連結会計年度の業績は、売上高825億71百万円（前年同期比5.8％増）、営業利益48億22百万円（前年

同期比2.1％増）、経常利益52億33百万円（前年同期比7.7％増）、当期純利益28億28百万円（前年同期比6.4％増）

となりました。

　

（ライフサイエンス事業） 

生活用包装材において、粉末洗剤から液体洗剤への切替わりや粧業分野のパウチ導入等に伴う需要を捉えた結果、

詰替用スタンディングパウチの売上は堅調に推移いたしました。医薬・医療用包装材では、商品販売のスポット的な

受注が前年比で減少しましたが、医薬用の剥離フィルム、及び今期より販売開始した非吸着包材「ＮＩフィルム」を

用いた薬液用バッグ等の販売が伸長する展開となりました。

この結果、売上高は424億73百万円（前年同期比2.9％増）となりました。

　

（情報電子事業） 

情報記録用材においては、パソコン市場の需要停滞に伴う生産調整により、受注は減少しました。一方で、偏光板用

プロテクトフィルムについては、液晶ディスプレイ用部材での生産調整の影響を受けましたが、今期より、稼働を開

始した昭和事業所における新設機の生産増加が寄与し、売上は増加となりました。

この結果、売上高は304億95百万円（前年同期比7.1％増）となりました。

　

（建築資材事業） 

建材関連において、集合住宅用途の構造資材の販売が大幅に増加したことに加え、首都圏の再開発に伴い、空調用

配管等の設備資材が受注増となりました。

この結果、売上高は96億２百万円（前年同期比16.1％増）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、前連結会計年

度末より35億78百万円減少して42億78百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況とその主な増減理由は、次のとおりであります。 

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動により得られた資金は、71億51百万円（前連結会計年度は80億18百万円の収

入）となりました。

これは、売上債権の増加・法人税等の支払いなどの資金減少要因があったものの、税金等調整前当期純利益の確保

48億52百万円や減価償却費46億65百万円等の資金増加要因があったことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において投資活動の結果支出した資金は、72億56百万円（前連結会計年度は39億29百万円の支

出）となりました。

これは、機械設備等の有形固定資産の取得に伴う支出が68億24百万円あったことなどによるものであります。 

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において財務活動により支出した資金は、34億27百万円（前連結会計年度は22億25百万円の支

出）となりました。 

これは、長期借入金の借り換え30億円等の資金増加要因があったものの、長期借入金返済を進めたことにより60億

49百万円の資金減少要因等があったことによるものであります。

　

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。

 平成20年３月期平成21年３月期平成22年３月期平成23年３月期平成24年3月期

自己資本比率（％） 36.7 41.3 40.8 41.1 43.5

時価ベースの自己資本比率

（％）
19.2 14.4 34.9 29.3 31.9

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年）
6.2 2.2 1.9 1.6 1.4

インタレスト・カバレッジ

・レシオ（倍）
13.4 25.1 29.7 31.8 34.2

（注）１.　各指標は、いずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。

自己資本比率　　　　　　　　　　　　　自己資本÷総資産

時価ベースの自己資本比率　　　　　　　株式時価総額÷総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率　　有利子負債÷営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ　　　営業キャッシュ・フロー÷利払い

２.　株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行済株式数により算出しております。

３.　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。

４.　営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によ

るキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。

EDINET提出書類

藤森工業株式会社(E02423)

有価証券報告書

 11/105



２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
　当連結会計年度

（自平成23年４月１日
　　至平成24年３月31日）

 前年同期比（％）

ライフサイエンス（百万円） 31,467 8.2

情報電子（百万円） 30,289 8.0

建築資材（百万円） 4,552 15.9

合計（百万円） 66,309 8.6

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自平成23年４月１日
　　至平成24年３月31日）

前年同期比（％）

ライフサイエンス（百万円） 11,314 △6.6

情報電子（百万円） 459 △5.9

建築資材（百万円） 5,093 15.6

合計（百万円） 16,867 △0.8

　（注）１．金額は仕入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当連結会計年度の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

ライフサイエンス 43,629 2.0 9,526 13.8

情報電子 30,514 6.2 2,262 0.8

建築資材 9,487 14.5 1,697 △6.3

合計 83,631 4.8 13,485 8.5

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自平成23年４月１日
　　至平成24年３月31日）

前年同期比（％）

ライフサイエンス（百万円） 42,473 2.9

情報電子（百万円） 30,495 7.1

建築資材（百万円） 9,602 16.1

合計（百万円） 82,571 5.8

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自平成22年４月１日
　　至平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自平成23年４月１日
　　至平成24年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

稲畑産業㈱ 8,360 10.7 9,598 11.6

　      ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループを取り巻く経営環境としては、復興支援などの各種政策による景気の下支えにより緩やかな回復基調

が期待されるものの、世界経済の下振れ懸念などから、厳しい状況が続くものと予想されます。このような経営環境認

識のもと、当社グループではイノベーションによる長期的成長、グローバル展開、収益構造改革を最重要課題として次

の施策を重点的に推進いたします。

１.イノベーションによる長期的成長

  将来の軸となる新たな事業、他社に真似できない技術の創出は、将来の企業収益の確保と成長のための重要な

課題と認識しており、営業部門、マーケティング部門および研究所が連携を密にし「提供する機能、価値を積極

的に広げていくこと」「課題解決型（当社の様々なシーズを組み合わせて顧客に新たな価値を提供）ビジネス

を推進すること」を重視し、育成事業の比率向上と既存事業の優位性強化に注力してまいります。

２.グローバル展開の強化

  人口減、新興国の台頭、産業構造の変化など、日本の置かれた状況があらゆる面で変わりつつある中、タイミン

グを逸することなく事業をグローバルに展開し、事業構造の拡大を目指します。

３.筋肉質経営による収益構造改革

　基盤事業の収益力を向上するとともに市場変化への柔軟な対応力を強化するために、経営体質を徹底的に筋肉

質へ変革し、また、設備投資、事業撤退・縮小といった判断をタイムリーに行って当社グループの経営資源を適

切に配分し、収益構造の変革を進めてまいります。　
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４【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。また、本記載

は将来発生しうるすべてのリスクを必ずしも網羅したものではありません。 

 

（１）電気・電子関連市場の影響

　当社グループにおいては、高度情報化社会の進展等に伴い、液晶ディスプレイ等に使用される偏光板（光学用）用プ

ロテクトフィルム並びにパソコンやゲーム機に使用される情報記録用材の層間絶縁フィルムなどの生産・販売を

行っております。従って、これら電気・電子関連市場の影響材市場での需要の急激な変動は当社グループの業績に大

きな影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２）競合状況、価格動向

　当社グループが属する業界は大手から中小まで、様々な企業が存在しております。現状の当社グループは独自の高い

技術により優位に展開している分野もありますが、今後、競合他社が模倣あるいは独自の高い技術をもって当社の

シェアを奪う可能性があります。当社グループでは一層の技術向上や顧客への信頼確保に努めておりますが、競合状

況の変化によって、価格やシェアが低下する場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（３）原材料の市況

　当社グループの販売する包装材や各種加工フィルムに使用される主要原材料は樹脂・フィルムといった各種のプラ

スチック製品であります。これらの原材料の価格は原油・ナフサなどの国際商品市況の影響を受けるものであり、今

後の価格上昇や為替変動などが合理化、価格転嫁による吸収を超えるような場合には当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

（４）為替変動

　当社グループは製造・販売を海外にて展開している他、海外への外貨建ての販売・海外からの外貨建てによる資材

調達を行っており、為替相場の変動によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（５）設備投資に伴う影響

　当社グループでは需要動向を検討した上で各部門の生産力強化及び差別化に資する設備投資を実施しており、今後

も機に応じて必要と判断される投資を実施してまいります。このような設備投資には、市場環境の変化・設備コスト

増大・工事遅延等による投資回収期間の長期化、償却費・資金調達費用の負担増大による収支悪化など、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（６）債権管理

　当社グループは取引先に対して、売掛金や貸付金等の債権を有しており、特に建築資材事業の工事物件につきまして

は、一取引における金額が大きい場合もあります。取引先の業況に充分注意し、与信管理を徹底しておりますが、場合

によっては回収リスクが顕在化して、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

（７）環境規制等の影響

　当社グループでは環境保全を経営の最重要課題であると認識し、厳格な管理を徹底しつつ事業活動を行っておりま

すが、今後、環境等に関するさまざまな法的規制の強化あるいは社会的責任の要請等により、事業活動に制約を受けた

り、追加の設備投資、新たな費用及び債務が発生した場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。 

　

（８）事故災害

　当社グループは安全第一の方針のもと、主要な事業拠点においては、火災等の事故や大地震等の自然災害による損害

を防止するため、設備の点検・安全対策を実施しております。しかし、これらの活動にもかかわらず、事故・災害など

当社グループ、関連資材メーカー、顧客等の生産設備や電力・物流等の社会インフラに重大な影響を及ぼす事象が発

生した場合には、生産活動の中断及び生産活動に対する制約等により当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。 
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５【経営上の重要な契約等】

 

契約会社名 相手方の名称 国籍 契約品目 契約の内容 契約期間

藤森工業㈱
セルパック・パッケージング

（注）
スイス ＣＰＳパウチ

製造・販売に関

するライセンス

契約

自平成20年９月30日

至平成24年５月18日

　（注）「セルパック・パッケージング」（スイス法人）の所有する形態特許権「ＣＰＳパウチ」の製造・販売に関す

るライセンス契約については、平成24年５月18日に本形態特許権の期間が満了致しましたので、同日をもって

ロイヤリティ支払いの契約は解消致しました。　

　

６【研究開発活動】

　当社グループでは、ライフサイエンス分野・情報電子分野において、コーティング技術及び樹脂加工技術のコア技術

に、機能性付与技術・組み合わせ技術を付加して「技術の複合化」を行うことにより、市場ニーズに対応した新技術・

新機能を有する新製品を創出すべく、研究開発活動を推進しております。

　中長期に向けての方向性としてはライフサイエンス分野では「医薬／医療周辺・環境対応関連・生化学(バイオ)」

の３分野、情報電子分野では「グリーンＩＴ・エネルギー関連素材・情報端末」の３分野を目指し、研究開発に取り組

んでおります。

　研究開発体制としては、「新製品の開発」「新技術の開発」「新市場への参入」の三新経営の成果を高めるために、

各事業部が市場ニーズを捉え、研究所と相互に連携して開発課題の発掘と選択を実施すると共に、研究所が各事業所技

術部門への支援・連携を強化する役割を担いつつ、全社一体となって機動的な開発を行っております。また、このよう

な社内のリソースの活用に加え、外部の政府系開発機構や大学と提携した共同開発にも積極的に取り組んでおります。

　なお、当連結会計年度の研究開発費用の合計は、19億30百万円（前年同期比4.0％増）であります。

　各セグメント別の主な研究開発活動は以下のとおりであります。

　

（ライフサイエンス事業）

　医薬／医療周辺分野では、薬液用バッグとして非吸着包材「ＮＩフィルム」を用いた薬液用バッグの改良を行い、販

売拡大中です。また、食品・生活用包装材では環境にやさしい環境対応包装・環境負荷低減の為の工法開発、バイオマ

ス原料使用の為の研究開発に積極的に取り組んで製品化を推し進めております。さらに生化学（バイオ）分野として

血栓症の予知などに使用される血栓観測システム「Ｔ－ＴＡＳ」を完成させ、医療施設・国内外の大学と共同し臨床

データーの収集に努め、Ｔ－ＴＡＳに使用する検査チップの改良・開発に取り組んでおります。

　

（情報電子事業）

　情報電子関連分野では、情報端末製品、特に「スマートフォン」などに使われているタッチパネル用途としての粘着

製品の研究開発を行い、製品化いたしました。また、光学製品関連をターゲットとして光学粘着製品用剥離フィルムの

開発を推進し、「スマートフォン」や「タブレットＰＣ」の製造プロセスに使用される剥離フィルムのラインアップ

を拡充いたしました。さらに特殊ディスプレイに使用する外光低反射型透明電磁波シールドフィルムを開発し、製品化

の予定です。また、特殊製法による透明導電性フィルムの開発を進めており、今後様々な用途への展開を行っていく予

定です。

　エネルギー関連分野では将来的に成長が期待されるリチウム２次電池、太陽電池用フィルム部材等を中心に研究開発

に取り組み、新製品として上市を推し進めております。

　

（建築資材事業）

  建材関連において、近年既存建造物の維持のために、補修・補強が注目されております。これまで当社グループで

培ってきた製品・工法開発に加え、材料開発に目を向け、改修分野への技術開発に注力してまいります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 (1) 財政状態の分析

①流動資産

  当連結会計年度末における流動資産の残高は、389億43百万円（前連結会計年度末396億20百万円）となり６億77百

万円の減少となりました。これは主として、売上債権等が増加した一方で有価証券等が減少したことなどによるもの

です。

　

②固定資産

  当連結会計年度末における固定資産の残高は、344億97百万円（前連結会計年度末328億99百万円）となり、15億98

百万円の増加となりました。これは主として、昭和事業所・三重事業所の設備取得に伴う有形固定資産増加が進んだ

こと等によるものです。

　

③流動負債

  当連結会計年度末における流動負債の残高は、330億75百万円（前連結会計年度末304億68百万円）となり、26億７

百万円の増加となりました。これは主として、仕入債務が増加したこと等によるものです。

　

④固定負債

  当連結会計年度末における固定負債の残高は、78億49百万円（前連結会計年度末116億17百万円）となり、37億67百

万円の減少となりました。これは主として、１年超の長期借入金が減少したこと等によるものです

　

⑤純資産

  当連結会計年度末における純資産の残高は、325億16百万円（前連結会計年度末304億34百万円）となり、20億82百

万円の増加となりました。これは主として、利益剰余金が増加したこと等によるものです。

　

 (２)経営成績の分析

  当連結会計年度の業績は、売上高825億71百万円（前連結会計年度比5.8％増）、経常利益52億33百万円（前連結会

計年度比7.7％増）、当期純利益28億28百万円（前連結会計年度比6.4％増）となりました。

　

①売上高

  当連結会計年度における売上高は、825億71百万円（前連結会計年度780億33百万円）となり、前連結会計年度比で

45億37百万円増加いたしました。ライフサイエンス事業において、生活用包装材の詰替用スタンディングパウチの受

注増や医薬・医療用の剥離フィルム及び非吸着包装材「ＮＩフィルム」を用いた薬液用バッグ等の販売が伸長し、売

上高は前年同期比11億83百万円増加の424億73百万円となりました。また、情報電子事業では、昭和事業所の新設機の

生産増加が寄与し、偏光板用プロテクトフィルムの販売が伸長したことにより、売上高は前年同期比20億24百万円増

加の304億95百万円となりました。さらに建築資材事業においても、集合住宅用途の構造資材や首都圏再開発向けを中

心に空調用配管の受注が堅調だったことなどにより、売上高は前年同期比13億29百万円増加の96億２百万円となりま

した。

　

②売上総利益

　当連結会計年度における売上総利益は、157億99百万円（前連結会計年度151億37百万円）となり、前年同期比で６億

61百万円増加いたしました。売上総利益率は、前連結会計年度から0.3ポイント減少し、19.1％となりました。これは主

に、売上高の増加に伴う採算の改善、グループ全部門をあげて生産効率の向上を進めるなど利益増加要因があった一

方で、材料単価の上昇や昭和事業所を中心にした減価償却費の増加など利益減少要因があったことによるものです。

　

③販売費及び一般管理費

  当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、109億76百万円（前連結会計年度104億13百万円）となり、前年

同期比で５億62百万円の増加となりました。これは主に、三重事業所において本生産開始前であることから固定費が

減価償却費を中心に増加したことや研究開発費が増加したことなどによるものです。
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④営業外損益

  当連結会計年度における営業外収支は、４億10百万円の利益（前連結会計年度１億34百万円の利益）となり、前年

同期比で２億75百万円の利益増加となりました。これは主に、企業誘致奨励金の増加や借入金返済に伴う支払利息の

減少などによるものです。

　

⑤特別損益

  当連結会計年度における特別損益は、３億80百万円の損失（前連結会計年度６億15百万円の損失）となり、前年同

期比で２億34百万円の損失の減少となりました。これは主に、当連結会計年度に計上した非連結子会社アデコ株式会

社の清算並びにタイ連結子会社の洪水被害などの損失額よりも、前連結会計年度における社員寮等の売却に伴う固定

資産売却損、減損損失等の損失額が上回っていることによるものです。

　

⑥税金等調整前当期純利益　

  当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は、48億52百万円（前連結会計年度42億42百万円）となり、前年

同期比で６億９百万円の増加となりました。

　

⑦法人税等

  当連結会計年度における法人税、住民税及び事業税と法人税等調整額は、19億84百万円（前連結会計年度15億74百

万円）となり、前年同期比で４億９百万円の増加となりました。

　

⑧当期純利益

  当連結会計年度における当期純利益は、28億28百万円（前連結会計年度は26億57百万円）となり、前年同期比で１

億70百万円の増加となりました。その結果、１株当たりの当期純利益は164.17円（前連結会計年度153.64円）、自己資

本当期純利益率は9.2％となりました。

   

(３)キャッシュ・フローの状況

  　 キャッシュ・フローの状況については、「１.業績等の概要」に記載のとおりであります。

EDINET提出書類

藤森工業株式会社(E02423)

有価証券報告書

 17/105



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において、当社グループが実施した設備投資の総額は66億32百万円であり、その主な内容は当社における

建物及び機械装置を中心とした投資です。

　当連結会計年度の設備投資の内訳は次のとおりであります。

セグメントの名称 当連結会計年度（百万円） 前年同期比（％）

ライフサイエンス 4,593 100.1

情報電子 1,989 △44.8

建築資材 49 44.7

合計 6,632 11.7

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社 （平成24年３月31日現在）

区分
事業所名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円)

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

生産

設備

横浜事業所

(横浜市金沢区）

ライフサイ

エンス

情報電子　

軟包装材生産 1,890 1,105
1,811

(28,859)
45 4,853

152

(30)

静岡事業所

(静岡県沼津市)

ライフサイ

エンス

フレキシブル

容器生産
246 258

11

(26,000)
32 550

63

(19)

掛川事業所

(静岡県掛川市）

ライフサイ

エンス

情報電子　

建築資材

剥離フィル

ム、プラス

チッククロス

シート生産

935 538
434

(74,052)
25 1,932

95

(14)

名張事業所

(三重県名張市)

ライフサイ

エンス
軟包装材生産 458 427

328

(20,871)
27 1,242

119

(45)

三重事業所

(三重県名張市)

ライフサイ

エンス
軟包装材生産 2,400 810

741

(67,911)
112 4,065

3

(0)

沼田事業所

(群馬県沼田市)
情報電子

プロテクト

フィルム、情

報記録用材生

産

2,976 984
513

(33,294)
30 4,506

144

(8)

昭和事業所

(群馬県昭和村)
情報電子

プロテクト

フィルム、情

報記録用材生

産

4,170 3,546
980

(66,114)
17 8,714

126

(34)

その他

本社 他

(東京都新宿区)
共通 － 66 8

148

(9,850)
98 322

150

(15)

大阪支店

(大阪市中央区)
共通 － 1 － － 2 3

29

(1)

九州営業所

(福岡市中央区)
共通 － 0 0 － 0 1

6

(1)

研究所

(横浜市金沢区）
共通    － 701 160 － 115 977

93

(10)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であり、建設仮勘定995百万円は含んでおりません。

２．土地の面積（　）内は賃借中のものも含んで表示しております。

３．本社他には、まつやセロファン㈱（連結子会社）に貸与中の土地148百万円（9,850㎡）を、研究所には、まつ

やセロファン（連結子会社）に貸与中のその他設備１百万円を、横浜事業所には、まつやセロファン㈱（連

結子会社）に貸与中の建物16百万円及び機械装置29百万円ならびにフジモリプラケミカル㈱（連結子会

社）に貸与中の機械装置８百万円を含んでおります。

４．従業員数の（　）は、臨時従業員数の平均人数を外数で記載しております。

５．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

藤森工業株式会社(E02423)

有価証券報告書

 19/105



(2）国内子会社 （平成24年３月31日現在）

区分
会社名
（所在地）

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（百万万）

機械装置及
び運搬具
（百万円)

土地
（百万円）
(面積㎡)

その他
（百万円）

合計
（百万円）

生産

設備

フジモリ産業㈱

(茨城県石岡市)
建築資材 建築資材生産 115 34

241

(10,507)
0 392

13

(2)

フジモリ

プラケミカル㈱

(愛知県春日井市)

ライフサイ

エンス

印刷，軟包装

材生産
457 167

57

(11,040)
6 688

115

(0)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員数の平均人数を外数で記載しております。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設備計画は原則と

して連結会社各社が個別に策定しております。

　なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。

　（１）重要な設備の新設等の計画 

　

会社名

事業所名　

　

　

所在地　　

　

　

セグメントの名称

　

　

　

設備の内容

　

投資予定金額　 　

資金調達方法

　

着手及び完了予定年月 　

完了後の

増加能力

　

総額

（百万円）　

既支払額

（百万円）　
着手 完了

当社

三重事業所

三重県　

名張市
ライフサイエンス

土地建物、　

機械設備等
6,409　 5,308　

自己資金

及び借入金　
平成22年９月平成25年９月 ―

　

　 　 （注）　１．当社グループの製品は多岐にわたるため、その生産能力を記載することは困難であります。このため上記

完成後の増加能力の記載は省略しております。

　　　　　　　２．上記金額には消費税は含んでおりません。

　　　　　　　３．当社三重事業所における建物、機械設備等への投資計画については、市場要求の変化に対応するため、当初の

5,752百万円から6,409百万に変更いたしました。　

　

　（２）重要な設備の除却等の計画 

　　　　　該当事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 45,000,000

計 45,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成24年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年６月21日）

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 17,312,760 17,312,760
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株 

計 17,312,760 17,312,760 － －

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　当社第１回新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）

　平成22年６月23日定時株主総会決議及び平成22年７月13日取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個） 429 429

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 42,900 42,900

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき１円 同左

新株予約権の行使期間
　自　平成22年７月31日

　至　平成52年７月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,016（注）１

資本組入額　 　（注）２
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分

は認めないものとする。
同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 同左

（注）１．　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と割当日における新株予約権の公正な評価単

価（１株当たり1,015円）を合算している。

２．　新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

（2）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記（1）の資本金等

増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。
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３．　新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使できる。

（2）上記（1）に拘わらず、新株予約権者が平成51年７月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場

合には、平成51年７月31日から平成52年７月30日までの期間に新株予約権を行使できるものとする。

（3）本新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人によ

る新株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。

（4）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

る。

４．　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

          当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以上

を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合においては、組織再編行為の効力発生時点において残存す

る新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社または合併に

より設立する株式会社、吸収分割する事業に関して有する権利義務の全部または一部を承認する株式会社、新設

分割により設立する株式会社、当社の発行済株式の全部を取得する株式会社及び株式移転により設立する株式会

社（以上を総称して以下「再編対象会社」という）の新株予約権を下記の条件で交付することとする。この場合

においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の

条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定め、これが当社株主総会で承認された場合に限るものとする。

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

                新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数とする。

（2）新株予約権の目的となる株式の種類

                再編対象会社の普通株式とする。

（3）新株予約権の目的となる株式の数

                組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨て

る。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

                再編後行使価額に上記（3）に従って決定される各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を

乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受

ける再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（5）新株予約権の行使期間

                新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、

新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

                上記（注）２の記載内容に準じて定めるものとする。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

                譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役の承認を要する。
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　当社第２回新株予約権（株式報酬型ストック・オプション）

　平成23年６月23日定時株主総会決議及び平成23年７月12日取締役会決議

　

　
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成24年５月31日）

新株予約権の数（個） 456 456

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 45,600 45,600

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき１円 同左

新株予約権の行使期間
　自　平成23年７月30日

　至　平成53年７月29日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　960（注）１

資本組入額　 　（注）２
同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入れその他の処分

は認めないものとする。
同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４ 同左

（注）１．　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

発行価格は、新株予約権の行使時の払込金額（１株当たり１円）と割当日における新株予約権の公正な評価単

価（１株当たり959円）を合算している。

２．　新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額

（1）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い計算される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

（2）新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記（1）の資本金等

増加限度額から上記（1）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３．　新株予約権の行使の条件

（1）新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使できる。

（2）上記（1）に拘わらず、新株予約権者が平成52年７月29日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場

合には、平成52年７月30日から平成53年７月29日までの期間に新株予約権を行使できるものとする。

（3）本新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人によ

る新株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。

（4）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとす

る。
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４．　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

          当社が合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る）（以上

を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合においては、組織再編行為の効力発生時点において残存す

る新株予約権（以下「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、合併後存続する株式会社または合併に

より設立する株式会社、吸収分割する事業に関して有する権利義務の全部または一部を承認する株式会社、新設

分割により設立する株式会社、当社の発行済株式の全部を取得する株式会社及び株式移転により設立する株式会

社（以上を総称して以下「再編対象会社」という）の新株予約権を下記の条件で交付することとする。この場合

においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の

条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割

計画、株式交換契約または株式移転計画において定め、これが当社株主総会で承認された場合に限るものとする。

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

                新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数とする。

（2）新株予約権の目的となる株式の種類

                再編対象会社の普通株式とする。

（3）新株予約権の目的となる株式の数

                組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨て

る。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

                再編後行使価額に上記（3）に従って決定される各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を

乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受

ける再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（5）新株予約権の行使期間

                新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、

新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

                上記（注）２の記載内容に準じて定めるものとする。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

                譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役の承認を要する。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額（百万
円）

資本準備金残
高（百万円）

平成16年９月16日

（注）
300,00017,312,760174 4,723 174 5,778

　　（注）　第三者割当 

　割当先 大和証券エスエムビーシー㈱

　

(現　大和証券㈱)

 300千株

　発行価格 1,163.75円

　資本組入額 582円

（６）【所有者別状況】

 平成24年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
 金融商品
 取引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 29 26 104 70 1 4,079 4,309 －

所有株式数（単元） － 36,230 4,087 27,425 7,626 1 97,745173,1141,360

所有株式数の割合（％） － 20.93 2.36 15.84 4.41 0.00 56.46 100.00 －

（注）自己株式132,976株は「個人その他」に1,329単元及び「単元未満株式の状況」に76株を含めて記載しておりま

す。

（７）【大株主の状況】

 平成24年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 854 4.9

有限会社キャド 神奈川県川崎市麻生区王禅寺５丁目16－８ 854 4.9

有限会社エッチエヌカンパニー 神奈川県川崎市中原区小杉町１丁目403番地 718 4.2

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 667 3.9

藤森　明彦 神奈川県川崎市麻生区 519 3.0

藤森　伸彦 東京都港区 519 3.0

藤森　行彦 東京都目黒区 519 3.0

藤森　弘彦 東京都大田区 519 3.0

藤森　雅彦 愛知県安城市 519 3.0

藤森　美佐子 東京都大田区 519 3.0

計 － 6,209 35.9

（注）　上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社のうち、信託業務に係る株式数は854千株であります。

　　　なお、その内訳は、年金信託設定分が197千株、投資信託設定分が526千株ならびに管理有価証券信託設定分が131千株で

あります。

　　　　日本マスタートラスト信託銀行株式会社のうち、信託業務に係る株式数は667千株であります。

　　　なお、その内訳は、年金信託設定分が418千株、投資信託設定分が173千株ならびに管理有価証券信託設定分が75千株で

あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　132,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  17,178,500 171,785 －

単元未満株式 普通株式　 　  1,360 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数     17,312,760 － －

総株主の議決権 － 171,785 －

②【自己株式等】

 平成24年３月31日現在

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

藤森工業株式会社

東京都新宿区

西新宿

一丁目23番７号

132,900 － 132,900 0.77

計 － 132,900 － 132,900 0.77
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、会社法に基づき、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

　当社の取締役に対する退職慰労金制度を廃止したことに伴い、会社法第361条の規定に基づき、当社の取締役に

対するストックオプションとしての新株予約権に関する報酬について、第80回定時株主総会において決議された

ものであります。

　当該制度の内容は次のとおりであります。

　決議年月 　平成22年６月23日

　付与対象者の区分および人数（名）　 　当社取締役（７名）

　新株予約権の目的となる株式の種類 　普通株式

　株式の数（株） 200,000株を上限とします。

　新株予約権の行使時の払込金額（円） 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

　新株予約権の行使期間 同上　

　新株予約権の行使の条件 同上

　新株予約権の譲渡に関する事項 同上

　代用払込みに関する事項 同上

　組織再編行為に伴う新株予約権の

　交付に関する事項
同上

（注）　当社が株式分割、株式無償割当または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整す

るものとしております。ただし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で行使されていない新株予約権

の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数についてはこれを切り捨てるも

のとしております。

　

　　　　調整後株式数＝調整前株式数×分割、無償割当または併合の比率

　

　　　　また、上記のほか決議日後に株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じた場合、当社は合理的

　　　な範囲内で必要と認める株式数の調整を行うこととしております。　
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第３号に該当する普通株式の取得及び会社法第155条第７号に該当する普通株式の

取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】　
　 

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成23年８月４日）での決議状況

（取得期間　平成23年８月５日～平成23年８月５日）
100,000 105,200,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 100,000 105,200,000

残存決議株式の総数及び価格の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合 － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） － －

　

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成24年２月８日）での決議状況

（取得期間　平成24年２月９日～平成24年２月９日）
20,000 23,600,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 18,900 22,302,000

残存決議株式の総数及び価格の総額 1,100 1,298,000

当事業年度の末日現在の未行使割合 5.5 5.5

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合（％） 5.5 5.5

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 94 121,300

当期間における取得自己株式 － －

 （注）当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

藤森工業株式会社(E02423)

有価証券報告書

 28/105



（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）　
－ － － －

保有自己株式数 132,976 － 132,976 －

 （注）１.　当期間における自己株式の処理状況については、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの自

己株式の処理は含まれておりません。

　　　 ２.　当期間における保有自己株式数には、平成24年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。

　

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元と株主資本利益率の向上を最重要課題の一つと位置づけております。利益の配分に

ついては、安定的かつ継続的な配当を行うことを基本とし、業績の進展状況に応じて、配当性向・株主資本配当率等を勘

案して実行してまいります。

　配当時期は、中間配当と期末配当の年２回行っており、剰余金の配当の決定機関は、中間配当については取締役会、期末

配当については株主総会であります。

　内部留保資金については、財務体質の強化、今後の三新経営に必要な研究開発費、事業展開に必要な設備投資などに有効

に活用してまいります。

　なお、当期の期末配当金につきましては、当期純利益等の通期業績などを勘案して、中間配当金13円に比べ1株につき２

円増額の15円としております。これにより当期の年間配当金は、前期より２円増額の１株当たり28円となります。

　当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めてお

ります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成23年11月８日

取締役会決議
223 13

平成24年６月21日

定時株主総会決議
257 15
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期
決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高（円） 1,335 1,629 1,458 1,425 1,384

最低（円） 681 408 489 936 1,025

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,347 1,289 1,150 1,169 1,311 1,373

最低（円） 1,210 1,057 1,045 1,086 1,140 1,204

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
 藤森　明彦 昭和19年１月２日生

昭和44年８月当社入社
昭和49年７月当社退社
昭和49年８月中央装備㈱代表取締役専務

就任
昭和52年１月フジモリ産業㈱代表取締役

専務就任
昭和58年６月協和工業㈱代表取締役社長

就任
昭和61年６月当社常務取締役就任　企画

本部長
昭和63年６月当社専務取締役就任　営業

本部長
平成２年６月 当社代表取締役専務就任
平成３年６月 当社代表取締役社長就任

（現任）
平成11年１月当社機能材料事業部長
平成14年４月当社新規事業企画部長

(注)４ 519

　

代表取締役

副社長

　

海外担当 藤森　伸彦 昭和34年７月31日生

昭和62年１月ニッカ㈱入社、取締役就任　
経営企画室長

昭和63年６月当社取締役就任
平成元年４月 ニッカ㈱常務取締役就任
平成３年３月 協和工業㈱代表取締役社長

就任
平成４年４月 ニッカ㈱代表取締役社長就

任
平成６年４月 フジモリプラケミカル㈱代

表取締役社長就任
平成14年６月同社取締役会長就任
平成14年６月当社代表取締役副社長就任

 海外担当（現任）
平成15年４月当社国際部長

(注)４ 519

専務取締役

事業部門管掌　兼　　

ライフサイエンス

事業本部長　

布山　英士 昭和29年２月４日生

昭和52年４月当社入社
平成10年４月当社機能材料事業部　沼田

事業所長
平成15年２月当社研究所長
平成15年４月当社執行役員就任
平成17年６月まつやセロファン㈱代表取

締役社長就任
平成19年６月当社執行役員　ヘルスケア

サプライ事業部長
平成20年４月当社ライフサイエンス事業

部長
平成20年６月当社取締役就任
平成21年４月当社ライフサイエンス事業

本部長（現任）　
平成23年６月当社包装事業部長
平成23年10月当社常務取締役就任　
平成24年６月当社専務取締役就任

事業部門管掌（現任）　

(注)４ 4

常務取締役 管理部門管掌　 吉野　彰志郎 昭和26年12月15日生

平成17年２月㈱みずほ銀行から出向
平成17年６月当社経理部長
平成18年２月当社入社　執行役員就任
平成20年６月当社取締役就任
平成24年１月当社経理・総務・人事担当
平成24年６月当社常務取締役就任

管理部門管掌（現任）

(注)４ 3
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  藤森　行彦 昭和24年２月16日生

昭和49年11月当社入社
昭和57年５月当社米国駐在員事務所長
昭和58年10月当社退社
昭和58年10月フジモリ産業㈱代表取締役

専務就任
昭和60年６月同社代表取締役社長就任
昭和63年６月当社取締役就任（現任）
平成23年６月フジモリ産業㈱代表取締役

会長就任（現任）

(注)４ 519

取締役
情報電子

事業本部長　
塩見　公彦 昭和34年12月24日生

昭和57年４月当社入社
平成16年４月当社機能材料事業部

電子・光学営業部長
平成20年６月当社執行役員就任

プロテクトフイルム事業部
長（現任）兼プロテクトフ
イルム営業部長

平成24年５月当社情報電子事業本部長
（現任）

平成24年６月当社取締役就任（現任）

(注)４ 2

常勤監査役 　 飯島　崇夫 昭和22年３月１日生

昭和46年４月当社入社
平成７年１月 当社情報システム部長
平成８年５月 当社経営システム部長
平成13年５月当社執行役員就任
平成14年４月当社経営企画部長
平成14年６月当社取締役就任
平成16年４月当社管理担当兼経理部長
平成16年６月当社常務取締役就任
平成20年６月

　
平成21年６月

　

フジモリプラケミカル㈱代
表取締役社長就任
フジモリプラケミカル㈱取
締役社長就任

平成24年５月当社管理部門管掌
平成24年６月当社常勤監査役就任

（現任）

(注)３ 11

監査役  上住　元彦 昭和19年２月24日生

昭和41年４月住友スリーエム株式会社入
社

平成元年８月 同社磁気製品輸出事業部長
平成４年９月 ミード株式会社ミードパッ

ケージング社長就任
平成８年２月 シティコープカードサービ

スINC.,取締役副社長就任
平成９年５月 株式会社ウェイ・ステー

ション取締役副社長就任
平成10年４月同社代表取締役社長就任
平成13年11月株式会社ライト・ウェイス

テーション代表取締役社長
就任

平成14年７月株式会社ライトマネジメン
トコンサルタンツジャパン
代表取締役就任

平成14年10月同社代表取締役会長
兼CEO就任

平成15年６月当社監査役就任（現任）
平成17年１月同社代表取締役会長
平成18年３月同社取締役会長
平成19年３月同社特別顧問就任（現任）

(注)３ 7
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役  竹下　直慶 昭和16年４月15日生

昭和39年４月株式会社住友銀行入行
平成元年６月 同行取締役シカゴ支店長
平成３年１月 同行取締役京都支店長
平成５年４月 住銀投資顧問㈱代表取締役

社長
平成７年６月 ㈱セガ・エンタープライゼ

ス　専務取締役
平成10年６月㈱住友クレジットサービス

代表取締役副社長
平成13年４月㈱レナウン代表取締役副社

長
平成15年６月㈱ヒューマン・インベント

リー代表取締役会長
平成15年６月㈱フジマック監査役
平成18年６月

　
当社監査役就任（現任）

平成22年６月
　
アリアケジャパン㈱監査役
就任（現任）

(注)２ 7

監査役  池田　和弘 昭和22年３月９日生

昭和44年４月当社入社
平成７年１月 当社機能材料事業部

技術部部長
平成９年４月 当社機能材料事業部

ＴＰ事業推進部長
平成11年４月㈱宮城オプトデバイス代表

取締役社長
平成12年４月同社研究所第一研究部長
平成14年４月当社新事業企画部長
平成15年４月当社資材部長
平成17年６月当社執行役員工業材料事業

部長
平成20年６月当社執行役員工業材料事業

部長兼南栄アクト㈱
代表取締役社長

平成21年３月定年退職（再雇用）
情報電子事業本部長付

平成24年６月当社監査役就任（現任）

(注)５ 3

計      1,595

　（注）１．監査役上住元彦及び竹下直慶の両名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

 　　　 ２．平成22年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

 　　　 ３．平成23年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

        ※  常勤監査役の飯島崇夫は平成24年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から３年間の任期となります。

 　　　 ４．平成24年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

 　　　 ５．平成24年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

        ６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数

（千株）

奥野  滋 昭和27年２月15日生

昭和60年４月  弁護士登録

              高橋柏原法律事務所（現銀座コリドー法律事務所）

入所（現任）

平成16年４月  第二東京弁護士会副会長

　　　　　　　日本弁護士連合会常務理事

平成17年１月　当社顧問弁護士就任（現任）

　　　　　　　フジモリ産業㈱顧問弁護士就任（現任）

平成18年４月　日本弁護士政治連盟監事（現任）

平成19年４月　第二東京弁護士会事務局長

平成19年５月　㈶日本法律家協会幹事（現任）

平成24年４月　日本弁理士会綱紀委員会顧問（現任）

－

　　　　※  当社は、補欠監査役との間に法務顧問契約を締結しております。　　

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の概要

・企業統治の体制の概要

　 １.会社の機関の基本説明

当社は監査役制度を採用しており、経営管理組織として「取締役会」、「経営会議（月曜会）」を設置しておりま

す。

　「取締役会」は取締役６名で構成され、経営に関する重要な意思決定をするとともに取締役及び執行役員による業

務執行を監督しており、取締役会規程に基づき運営しております。
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　「経営会議（月曜会）」は執行役員全員を含む常勤の役員で構成され、原則週１回開催し重要な経営戦略及び業務

執行に関して協議を行っております。

　 ２.会社の機関・内部統制の関係

　

・企業統治の体制を採択する理由

　 １.コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「競争力を強化しつつ、企業倫理と遵法の精神に基づ

き経営の透明性を高め、株主の立場に立って企業価値を最大化するためにコーポレート・ガバナンスを充実するこ

と」であり、これは経営上の重要課題であると考えております。　

・内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況　

当社は、会社法に基づく「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制その他 株式会社の業務の適

正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」を以下のとおり定め、かかる体制の下で会社の

業務の適法性・効率性の確保ならびにリスクの管理に努めるとともに、社会経済情勢その他環境の変化に応じて不断

の見直しを行い、その改善・充実を図っております。

　１．取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　 イ． 当社は、コンプライアンス体制の基礎として、企業行動憲章及びコンプライアンス基本規程を定める。

　 　 　社長を委員長とし、原則として社外弁護士も参加する「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置し、コン

プライアンス体制の整備及び維持を図ることとする。なお、必要に応じて各担当部署にて、規則・ガイドライン

の策定、研修の実施を行うものとする。

ロ.  当社は、内部監査部門として社長直轄の監査室を置く。

ハ.  取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事態・事実を発見した場合

に　

　　 は直ちに監査役に報告するものとする。

ニ.  当社は、法令違反その他のコンプライアンスに関する事項についての社内報告体制として、常勤監査役、社

　　 外弁護士、総務部長を直接の情報受領者とする社内通報システムを整備し、社内通報規程に基づきその運用

     を行うこととする。
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ホ.  監査役は当社の法令遵守体制及び社内通報システムの運用に問題があるときは、意見を述べるとともに、改

　　 善策の策定を求めることができるものとする。 

　２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

　　 当社は、取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程に基づきその保存媒体に応じて適切かつ確実に検

索性の高い状態で保存・管理することとする。

　３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　当社は、リスク管理規程に基づき、リスク管理全体を統括する組織として社長を委員長とする「コンプライアンス

・リスク管理委員会」を設け、その実行組織として社長が任命するコンプライアンス・リスク管理責任者（管理

担当常務）を分科会長とする「コンプライアンス・リスク管理分科会」を置く。

　有事においては、社長を本部長とする「危機管理対策本部」が「ＺＡＣＲＯＳ危機管理マニュアル」に従い、対

応することとする。    

　なお、平時においては、「コンプライアンス・リスク管理分科会」を中心に各事業部・部門において、その有する

リスクの洗い出しを行い、そのリスクの予防・軽減等に取り組むこととする。

　４．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制

   イ.  当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１

回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針及び経営戦略に関わる重

要事項については、事前に取締役・執行役員で構成される経営会議において議論を行い、その審議を経て執行

決定を行うものとする。

   ロ.  取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程において、それぞれの責任者及びその

職務権限、執行手続きの詳細について定めることとする。

　５．株式会社ならびにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

   イ.  当社グループは、「コンプライアンス・リスク管理委員会」及び「コンプライアンス・リスク管理分科会」

がグループ全体のコンプライアンス及びリスク管理を統括・推進する体制とし、グループ全体のコンプライア

ンス及びリスク管理体制の整備及び維持を図ることとする。

　グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ会社全てに適用する「藤森工業グループ企業行

動憲章」を定め、これを基礎として、グループ各社で諸規程を定めるものとする。

　経営管理については、関係会社管理規程に従い、当社への決裁・報告制度による子会社経営の管理を行うもの

とし、必要に応じてモニタリングを行うものとする。当社取締役・使用人、グループ会社取締役・使用人は、グ

ループ会社において法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事態・事実を発見した場合には、監査役

に報告するものとする。

   ロ.  グループ会社は、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他コンプライアンス上問題がある

と認めた場合には、当社の監査役に報告するものとし、監査役は意見を述べるとともに改善策の策定を求める

ことができるものとする。

　６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

 　　監査役は必要に応じて、監査役の業務補助のため監査役スタッフを置くことができるものとし、監査役より監査業

務に必要な命令を受けた使用人はその命令に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

　７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

 　　取締役は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実がある事を発見したときは、法令に従い、直ちに監査役に報

告する。

　また、常勤監査役は、取締役会の他、重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書

を閲覧し、また必要に応じて取締役または使用人に説明を求めることができることとする。

　なお、使用人は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び法令・定款違反に関する重大な事実を発見した場

合は、監査役に直接報告するものとする。

　８．監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　 監査役会と代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定する。

　９．財務報告の信頼性を確保するための体制

　　 財務報告の信頼性確保及び金融商品取引法第24条の４の４に規定する内部統制報告書の有効かつ適切な提出のた

め、社長の指示の下、財務報告に係る内部統制を整備し、運用する体制を構築するものとする。

　10．反社会的勢力に対する体制

　   当社は反社会的勢力を排除することを目的に、藤森工業グループ企業行動憲章に「市民社会の秩序や安全に脅威

を与える反社会的勢力及び団体とは決して関わりを持たず、また、これらから圧力を受けた場合は、毅然とした対

応をとること」と定めており、反社会的勢力による不当な行為に対しては、所轄警察署、顧問弁護士等の外部専門

機関と連携して対応するものとする。
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②内部監査及び監査役監査の状況

　 １．会社の機関の基本説明

     当社の内部監査については、監査室が設置されており、現在人員は２名おります。監査室は年次の監査室方針書

に基づき、業務執行部門から独立した客観的な視点で業務監査・財務報告に係る内部統制評価及び社長特命によ

る監査を実施しております。

　その他の内部監査機能として、環境・安全・品質に関しては、品質・環境統括センターが監査を行っております。

　　 監査役は４名で、社外監査役が２名、社内出身者の監査役が２名で、内１名が常勤監査役です。

　監査役会は毎月開催されております。

　監査役の監査活動は、重要会議への出席、事業所・研究所・子会社などの往査、管理部門のヒアリングなどの他、

代表取締役との意見交換（月３～４回）、決裁書類の監査などを実施しております。

　また、内部監査部門及び会計監査人とは、年間定例業務報告等の定期打合の他、必要の都度、相互の情報交換・意

見交換を行うなどの連携を密にして、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。

　 ２．会計監査

　　 当社は、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結し、会社法及び金融商品取引法の会計に関する監査を受けてお

ります。

  当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、山本禎良氏及び鈴木裕司氏であり、会計監査業務に係る補助者

は、公認会計士12名、その他９名であります。なお、いずれも継続監査年数が７年以下であるため、継続監査年数の

記載は省略しております。

  会計監査人との利害関係はありません。

  監査役会、内部監査室及び会計監査人は必要に応じて連携を取り監査業務を行っております。

③社外取締役と社外監査役

　１．会社と社外監査役との関係

　　 当社に社外取締役はおりません。社外監査役は２名であります。

　　 社外監査役２名は当社株式を合計14千株保有しておりますが、取引関係その他の利害関係はありません。当社と社

外監査役２名は、当社定款第40条に基づき会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、５百万円または法令の定める最低責任限度額とのいずれか高い額

としております。

　２．社外監査役の機能と役割並びに選任理由

 　イ.　社外監査役２名を含む監査役監査により、経営監視機能の客観性、中立性、適法性を十分に確保した体制を採用

しております。

　 ロ． 社外監査役の２名は、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し、その能力を当社の監査役として反映し

てもらうため、また、一般株主との利益相反が生じるおそれのない独立要件をも満たしているので社外監査役

に選任致しました。

　３．社外取締役を選任していない理由

　　 当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、経営の意思決定機能と、執行役員による業務執行を管理監督す

る機能を持つ取締役会に対し、監査役４名中の２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化していま

す。コーポレート・ガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外監査

役２名による監査が実施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため、現

状の体制としております。

④役員報酬等

 　イ.　役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　役員区分

　

報酬などの総額

（百万円）　

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数　　

（人）
基本報酬

ストック

オプション　
賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く）　
　288 　168 　43 　76 　－ 　7

監査役

（社外監査役を除く）　
　30 　30 　－ 　－ 　－ 　2

社外役員 　9 　9 　－ 　－ 　－ 　2

（注）上記取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
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　　　 ロ.　役員の報酬等の額又はその算出方法の決定に関する方針の内容及び決定方法　

　　　　この度、企業価値の継続的な実現および、株主の皆様と経営陣とのより一層の利益共有を意図して、役員報酬の業

績連動性と透明性を向上させる取り組みを行っております。

　　　　従来、当社の役員報酬の現金報酬部分は、「固定報酬」と業績に応じて支給される「変動報酬」の二つから構成

されておりましたが、平成22年３月10日開催の取締役会において、取締役に対する「固定報酬」比率の引き下

げおよび「変動報酬」比率の引き上げに関する制度変更を行いました。また、平成22年６月23日開催の当社第

80回定時株主総会において、役員退職慰労金の廃止に伴う打ち切り支給を決議するとともに、取締役が短期的

な成果のみならず中長期的な観点から企業経営の舵取りを行うよう動機付けるため、取締役に対する株式報酬

型ストックオプションの導入を決議致しました。

⑤取締役の定数及び取締役の選任決議の要件　　　

　当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨定

款に定めております。

⑥自己株式取得の決定機関　

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することがで

きる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策を遂行することを目的とするものであります。

⑦中間配当金の決定機関　　　

　当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日の株主名簿に記載または記録された株主もしくは登録株式質権者に対

し、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（「中間配当金」という）をすることができる旨定款に定めておりま

す。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

⑧株主総会の特別決議　　　

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総

会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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⑨株式の保有状況

　 １.投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

61銘柄　　2,177百万円

 ２.保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

    前事業年度

　　　特定投資株式　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

久光製薬(株) 133,656 448企業間取引の強化

テルモ(株) 50,000 219企業間取引の強化

ハウス食品(株) 155,829 211企業間取引の強化

コニカミノルタホールディングス(株) 194,817 135企業間取引の強化

(株)みずほフィナンシャルグループ 942,580 130企業間取引の強化

エーザイ(株) 31,476 93 企業間取引の強化

エスビー食品(株) 100,300 80 企業間取引の強化

第一三共(株) 49,750 79 企業間取引の強化

栗田工業(株) 29,282 72 企業間取引の強化

(株)静岡銀行 93,000 63 企業間取引の強化

(株)雪国まいたけ 117,600 60 企業間取引の強化

武田薬品工業(株) 13,310 51 企業間取引の強化

みずほ証券(株) 188,272 41 企業間取引の強化

ショーボンドホールディングス(株) 17,400 38 企業間取引の強化

(株)サーフビバレッジ 680 35 企業間取引の強化

積水化学工業(株) 50,000 32 企業間取引の強化

(株)三菱ケミカルホールディングス 55,401 28 企業間取引の強化

ＪＳＰ(株) 15,160 23 企業間取引の強化

(株)資生堂 15,000 21 企業間取引の強化

田辺三菱製薬(株) 15,399 20 企業間取引の強化

フジッコ(株) 19,166 19 企業間取引の強化

キューピー(株) 15,303 15 企業間取引の強化

丸大食品(株) 57,539 15 企業間取引の強化

(株)三井住友フィナンシャルグループ 5,738 14 企業間取引の強化

協和発酵キリン(株) 18,000 14 企業間取引の強化

日本ハム(株)　 12,100 12 企業間取引の強化

大日本住友製薬(株) 15,337 11 企業間取引の強化

三井化学(株) 33,642 9 企業間取引の強化

日本カーバイド工業(株) 50,000 9 企業間取引の強化

江崎グリコ(株) 9,484 9 企業間取引の強化

　

EDINET提出書類

藤森工業株式会社(E02423)

有価証券報告書

 38/105



    当事業年度

　　　特定投資株式　　　

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

久光製薬(株) 135,521 531企業間取引の強化

ハウス食品(株) 159,929 226企業間取引の強化

テルモ(株) 50,000 197企業間取引の強化

(株)みずほフィナンシャルグループ 1,232,523 166企業間取引の強化

コニカミノルタホールディングス(株) 203,268 146企業間取引の強化

エーザイ(株) 31,476 103企業間取引の強化

(株)静岡銀行 93,000 79 企業間取引の強化

第一三共(株) 49,750 75 企業間取引の強化

エスビー食品(株) 100,300 71 企業間取引の強化

栗田工業(株) 29,282 59 企業間取引の強化

武田薬品工業(株) 13,310 48 企業間取引の強化

(株)雪国まいたけ 117,600 39 企業間取引の強化

積水化学工業(株) 50,000 35 企業間取引の強化

ショーボンドホールディングス(株) 17,400 35 企業間取引の強化

(株)サーフビバレッジ 680 35 企業間取引の強化

(株)三菱ケミカルホールディングス 55,401 24 企業間取引の強化

(株)資生堂 15,000 21 企業間取引の強化

ＪＳＰ(株) 15,966 19 企業間取引の強化

丸大食品(株) 61,373 19 企業間取引の強化

フジッコ(株) 19,166 19 企業間取引の強化

キューピー(株) 15,303 18 企業間取引の強化

田辺三菱製薬(株) 15,399 17 企業間取引の強化

協和発酵キリン(株) 18,000 16 企業間取引の強化

(株)三井住友フィナンシャルグループ 5,738 15 企業間取引の強化

大日本住友製薬(株) 15,337 13 企業間取引の強化

日本ハム(株)　 12,100 12 企業間取引の強化

江崎グリコ(株) 10,822 10 企業間取引の強化

キッセイ薬品工業（株） 5,845 9 企業間取引の強化

三井化学(株) 36,456 9 企業間取引の強化

(株)なとり 10,004 8 企業間取引の強化

　 ３.保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 ４.保有目的を変更した投資株式

該当事項はありません。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 38 － 36 －

連結子会社 － － － －

計 38 － 36 －

　

②【その他重要な報酬の内容】

  （前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

④【監査報酬の決定方針】

 当社は、当社グループの事業規模や前連結会計年度までの監査日数の実績等の観点から合理的日数を勘案し、代

表取締役が監査役会の同意を得て、会計監査人に対する監査報酬額を決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成23年４月１日から平成24年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）の財務諸表について、新日本

有限責任監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、また会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入し、情報の適時把握に努めております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 4,924

※2
 4,454

受取手形及び売掛金 24,845 ※3
 27,350

有価証券 3,058 －

商品及び製品 2,079 2,584

仕掛品 1,134 1,236

原材料及び貯蔵品 1,702 1,635

繰延税金資産 923 671

その他 995 1,022

貸倒引当金 △43 △11

流動資産合計 39,620 38,943

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 25,776

※2
 29,629

減価償却累計額 △13,619 △14,578

建物及び構築物（純額） 12,157 15,051

機械装置及び運搬具 37,230 40,796

減価償却累計額 △30,428 △32,271

機械装置及び運搬具（純額） 6,802 8,525

工具、器具及び備品 4,016 4,243

減価償却累計額 △3,555 △3,649

工具、器具及び備品（純額） 461 593

土地 ※2
 5,281

※2
 5,340

建設仮勘定 4,533 1,129

その他 11 15

減価償却累計額 △4 △6

その他（純額） 6 8

有形固定資産合計 29,243 30,647

無形固定資産

その他 168 257

無形固定資産合計 168 257

投資その他の資産

投資有価証券 ※1,2
 2,301

※1,2
 2,373

繰延税金資産 594 501

その他 720 783

貸倒引当金 △129 △66

投資その他の資産合計 3,487 3,592

固定資産合計 32,899 34,497

資産合計 72,519 73,441
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 16,534

※2,3
 19,234

短期借入金 ※2
 6,049

※2
 6,880

未払金 3,727 3,774

未払法人税等 1,653 756

賞与引当金 1,278 1,182

役員賞与引当金 72 98

その他 1,151 1,148

流動負債合計 30,468 33,075

固定負債

長期借入金 ※2
 6,680

※2
 3,000

繰延税金負債 295 249

退職給付引当金 2,918 2,990

役員退職慰労引当金 517 515

その他 1,204 1,092

固定負債合計 11,617 7,849

負債合計 42,085 40,924

純資産の部

株主資本

資本金 4,723 4,723

資本剰余金 5,778 5,778

利益剰余金 19,055 21,435

自己株式 △10 △138

株主資本合計 29,546 31,798

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 388 445

為替換算調整勘定 △151 △298

その他の包括利益累計額合計 236 146

新株予約権 32 76

少数株主持分 618 494

純資産合計 30,434 32,516

負債純資産合計 72,519 73,441
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高 78,033 82,571

売上原価 ※2
 62,896

※2
 66,771

売上総利益 15,137 15,799

販売費及び一般管理費 ※1,6
 10,413

※1,6
 10,976

営業利益 4,723 4,822

営業外収益

受取利息 15 12

受取配当金 56 55

生命保険金及び配当金 48 67

仕入割引 39 43

賃貸収入 124 74

為替差益 － 38

企業誘致奨励金 84 184

その他 133 206

営業外収益合計 503 681

営業外費用

支払利息 248 197

売上割引 32 35

賃貸用資産減価償却費 57 22

為替差損 10 －

その他 19 15

営業外費用合計 368 271

経常利益 4,858 5,233

特別利益

固定資産売却益 ※3
 4

※3
 27

退職給付制度終了益 － 12

その他 0 0

特別利益合計 4 40

特別損失

固定資産売却損 ※4
 318

※4
 3

固定資産除却損 ※5
 50

※5
 61

投資有価証券評価損 4 －

関係会社株式評価損 － 9

減損損失 ※7
 117

※7
 62

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 93 －

関係会社清算損 － ※8
 138

災害による損失 ※9
 16

※9
 110

その他 19 34

特別損失合計 619 421

税金等調整前当期純利益 4,242 4,852

法人税、住民税及び事業税 1,920 1,663

法人税等調整額 △346 320

法人税等合計 1,574 1,984

少数株主損益調整前当期純利益 2,668 2,868

少数株主利益 10 39

当期純利益 2,657 2,828
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,668 2,868

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △135 57

為替換算調整勘定 △49 △160

その他の包括利益合計 △185 ※
 △103

包括利益 2,482 2,764

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,479 2,738

少数株主に係る包括利益 3 26
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,723 4,723

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,723 4,723

資本剰余金

当期首残高 5,778 5,778

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,778 5,778

利益剰余金

当期首残高 16,830 19,055

当期変動額

剰余金の配当 △432 △448

当期純利益 2,657 2,828

当期変動額合計 2,225 2,380

当期末残高 19,055 21,435

自己株式

当期首残高 △10 △10

当期変動額

自己株式の取得 △0 △127

当期変動額合計 △0 △127

当期末残高 △10 △138

株主資本合計

当期首残高 27,321 29,546

当期変動額

剰余金の配当 △432 △448

当期純利益 2,657 2,828

自己株式の取得 △0 △127

当期変動額合計 2,225 2,252

当期末残高 29,546 31,798
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 523 388

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△135 57

当期変動額合計 △135 57

当期末残高 388 445

為替換算調整勘定

当期首残高 △109 △151

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△42 △147

当期変動額合計 △42 △147

当期末残高 △151 △298

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 414 236

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△178 △90

当期変動額合計 △178 △90

当期末残高 236 146

新株予約権

当期首残高 － 32

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 32 43

当期変動額合計 32 43

当期末残高 32 76

少数株主持分

当期首残高 623 618

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4 △123

当期変動額合計 △4 △123

当期末残高 618 494

純資産合計

当期首残高 28,359 30,434

当期変動額

剰余金の配当 △432 △448

当期純利益 2,657 2,828

自己株式の取得 △0 △127

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △150 △170

当期変動額合計 2,074 2,082

当期末残高 30,434 32,516
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 4,242 4,852

減価償却費 4,182 4,665

減損損失 117 62

退職給付引当金の増減額（△は減少） 64 72

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 20 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） 202 △96

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 4 25

貸倒引当金の増減額（△は減少） 11 △76

受取利息及び受取配当金 △72 △67

支払利息 248 197

固定資産除売却損益（△は益） 363 37

株式報酬費用 32 43

売上債権の増減額（△は増加） △925 △2,463

たな卸資産の増減額（△は増加） △440 △566

仕入債務の増減額（△は減少） 1,551 2,771

その他 △474 340

小計 9,128 9,796

利息及び配当金の受取額 72 66

利息の支払額 △252 △209

法人税等の支払額 △931 △2,502

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,018 7,151

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 100 124

有形固定資産の取得による支出 △4,122 △6,824

有形固定資産の売却による収入 68 31

無形固定資産の取得による支出 △44 △159

投資有価証券の取得による支出 △63 △32

関係会社株式の取得による支出 △89 △178

短期貸付金の増減額（△は増加） 22 5

長期貸付けによる支出 △74 △78

長期貸付金の回収による収入 47 38

その他 226 △183

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,929 △7,256

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 200

長期借入れによる収入 － 3,000

長期借入金の返済による支出 △1,783 △6,049

自己株式の取得による支出 △0 △127

配当金の支払額 △432 △448

少数株主への配当金の支払額 △7 －

その他 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,225 △3,427

現金及び現金同等物に係る換算差額 △15 △45

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,847 △3,578

現金及び現金同等物の期首残高 6,009 7,856

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 7,856

※
 4,278
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数……４社

国内連結子会社

フジモリ産業㈱

フジモリプラケミカル㈱

まつやセロファン㈱

在外連結子会社

THAI FPC CO.,LTD.

(2）非連結子会社

在外非連結子会社

MFPC SDN. BHD.

ZACROS (HONG KONG) CO.,LTD.

深セン市 藤深科技材料有限公司

賽諾世貿易（深セン）有限公司

ZACROS AMERICA,Inc.

上記のうちZACROS AMERICA,Inc.については、当連結会計年度において新たに設立されたものであります。また、前

連結会計年度において国内非連結子会社でありましたアデコ㈱は当連結会計年度において清算を結了したため、国

内非連結子会社から除いております。

 　(3）連結の範囲から除いた理由

　　非連結子会社については、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等のいずれも小規模であり、連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社及び関連会社

　該当する会社はありません。

(2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社

在外非連結子会社

MFPC SDN. BHD.

ZACROS (HONG KONG) CO.,LTD.

深セン市 藤深科技材料有限公司

賽諾世貿易（深セン）有限公司　

ZACROS AMERICA,Inc.

 　(3）持分法を適用しない理由

非連結子会社については、当期純損益及び利益剰余金等のうち持分に見合う額のいずれも小規模であり、連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしていないため、持分法を適用せず原価法により評価しております。

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、THAI FPC CO.,LTD.の決算日は、12月31日であります。連結財務諸表の作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日である３月31日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。なお、上記以外の連結子会社の決算日はすべて３月31日で

あり、連結決算日と一致しております。
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当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

時価のあるもの

  連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

 時価のないもの

移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

　主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)に

よっております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、当社沼田事業所の建物（附属設備を除く）及び平成10年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については、定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ４～14年

　また、在外連結子会社は定額法によっております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

  ソフトウェア(自社利用）については、社内における利用可能期間(５年）に基づく定額法、それ以外のものにつ

いては定額法によっております。

③　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース開始日が平成20年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③　役員賞与引当金

  役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５

～８年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。また、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５～８年）による定額法

により費用処理しております。

（追加情報）

 当社の国内連結子会社１社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成24年１月に適格退職年金制度の全額について

確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を

適用しております。本移行に伴う影響額は、当連結会計年度の特別利益として12百万円計上されております。

⑤　役員退職慰労引当金

　役員の退職金支給に備えるため、内規に基づき計算した期末要支給額を計上しております。

　なお当社は、平成22年7月からの株式報酬型ストック・オプション制度導入に伴い、役員退職慰労金制度を廃止し

ておりますが、制度廃止までの在任期間に対応する退職慰労金相当額を計上しております。
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当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

 　(4）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ　その他の工事

　　工事完成基準　

 　(5）重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上し

ております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振

当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引 

　

③　ヘッジ方針

　当社グループは、堅実経営の精神に則り、為替予約について為替相場の変動によるリスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　振当処理の要件を満たしているため、ヘッジの有効性評価は省略しております。

 　(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

 　(8）消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

　　　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

（会計方針の変更） 

  当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30日）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日公表分）を

適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプシ

ョンについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のう

ち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

 これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、153円39銭

であります。
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【追加情報】

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

　

　

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

※１　 非連結子会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

※１　 非連結子会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券（株式） 109百万円 投資有価証券（株式） 114百万円

※２   担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産ならびに担保付債務は次のと

おりであります。

※２   担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産ならびに担保付債務は次のと

おりであります。

　担保資産   

現金及び預金 70百万円

建物及び構築物 146 

土地 353 

投資有価証券 15 

　計 585百万円

　担保資産   

現金及び預金 70百万円

建物及び構築物 135 

土地 353 

投資有価証券 15 

　計 573百万円

　担保付債務   

支払手形及び買掛金 24百万円

長期借入金

（１年内返済予定額を含む）
91 

計 116百万円

　担保付債務   

支払手形及び買掛金 34百万円

長期借入金

（１年内返済予定額を含む）
24 

計 59百万円

　

　

──────────────── ※３　 連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満

期日に決済が行われたものとして処理しております。

当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

受取手形 779百万円

支払手形 486百万円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

荷造・保管・運搬費 2,183百万円

従業員給料 1,883 

賞与引当金繰入額 417 

役員賞与引当金繰入額 67 

退職給付費用 150 

役員退職慰労引当金繰入額 20 

貸倒引当金繰入額 2 

研究開発費 1,857 

減価償却費 276 

荷造・保管・運搬費 2,149百万円

従業員給料 1,969 

賞与引当金繰入額 440 

役員賞与引当金繰入額 88 

退職給付費用 155 

研究開発費 1,930 

減価償却費 384 

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

※２　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

78百万円

 

45百万円

 

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 4百万円

工具、器具及び備品 0 

計 4百万円

機械装置及び運搬具 27百万円

計 27百万円

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 56百万円

土地 261　

計 318百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

計 3百万円

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 7百万円

機械装置及び運搬具 35 

工具、器具及び備品 7 

計 50百万円

建物及び構築物 27百万円

機械装置及び運搬具 29 

工具、器具及び備品 4 

計 61百万円

※６　研究開発費の総額 ※６　研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費

用に含まれる額
1,857百万円

　

一般管理費及び当期製造費

用に含まれる額
1,930百万円
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前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

※７　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 経緯 
減損金額

（百万円）

山梨県

笛吹市

賃貸用

資産

建物

機械装置等

受注の減少

に伴い、稼働

停止予定の

ため

117

（グルーピングの方法）

　当社グループは、原則として事業用資産については事

業部を基準としてグルーピングを行っております。ま

た、事業撤退等の意思決定を行っている資産、遊休資産

及び賃貸用資産については個別にグルーピングを行っ

ております。 

　当連結会計年度において、上記資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（117百万円）として特別損失に計上しました。

その内訳は、建物及び構築物58百万円、機械装置及び

運搬具53百万円、工具、器具及び備品5百万円でありま

す。

（回収可能価額の算定方法）

  正味売却価額により測定しております。 

※７　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 経緯 
減損金額

（百万円）

静岡県

沼津市

賃貸用

資産

建物

機械装置等

清算非連結子

会社アデコ㈱

向けの貸与資

産であり、大部

分が遊休資産

となることが

見込まれるた

め

62

（グルーピングの方法）

　当社グループは、原則として事業用資産については事

業部を基準としてグルーピングを行っております。ま

た、事業撤退等の意思決定を行っている資産、遊休資産

及び賃貸用資産については個別にグルーピングを行っ

ております。 

　当連結会計年度において、上記資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（62百万円）として特別損失に計上しました。

　その内訳は、建物15百万円、機械装置及び運搬具45百

万円、工具、器具及び備品１百万円であります。

（回収可能価額の算定方法）

  静岡県沼津市の賃貸用資産については、回収可能価

額は正味売却価額または使用価値により測定してお

り、使用価値は将来キャッシュフローを4.92％で割り

引いて算定しております。

　　

────────────────　 ※８　関係会社清算損

　 　当連結会計年度で清算を結了した、非連結子会社アデ

コ㈱向けの債権回収不能額であります。

　

※９　災害による損失

　東日本大震災により被災した設備の復旧見積額を計

上しております。

※９　災害による損失

　タイ国洪水被害に伴う損失を計上しており、その内訳

は以下のとおりであります。

　 固定資産の減損損失 251百万円

現状回復費用・撤去費用等 8 

保険の既受取額 △149 

計 110百万円

　 　なお、固定資産の減損損失は、帳簿価額を備忘価額ま

で減額し、当該減少額を災害による損失として特別損

失に計上しました。

　また、保険の当連結会計年度中の既受取額は、受取保

険金総額の一部であり、当連結会計年度で受け取った

保険金のみを計上しております。
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（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 36百万円

組替調整額 △0

税効果調整前 36

税効果額 20

その他有価証券評価差額金 57

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △160

その他の包括利益合計 △103

　　

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 17,312 － － 17,312

合計 17,312 － － 17,312

自己株式     

普通株式 13 0 － 13

合計 13 0 － 13

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社）

 ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － 32

 合計 － － － － － 32

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 207 12.0平成22年３月31日平成22年６月24日

平成22年11月９日

取締役会
普通株式 224 13.0平成22年９月30日平成22年12月６日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
 （決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月22日

定時株主総会
普通株式 224 利益剰余金 13.0平成23年３月31日平成23年６月23日
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当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 17,312 － － 17,312

合計 17,312 － － 17,312

自己株式     

普通株式 13 118 － 132

合計 13 118 － 132

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加118千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加118千株、単元未

満株式の買取り０千株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社

（親会社）

 ストック・オプションとし

ての新株予約権
－ － － － － 76

 合計 － － － － － 76

　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
　配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月22日

定時株主総会
普通株式 224 13.0平成23年３月31日平成23年６月23日

平成23年11月８日

取締役会
普通株式 223 13.0平成23年９月30日平成23年12月１日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
 （決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月21日

定時株主総会
普通株式 257 利益剰余金 15.0平成24年３月31日平成24年６月22日

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成23年３月31日現在）

現金及び預金 4,924百万円

有価証券 3,058　

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △126　

現金及び現金同等物 7,856百万円

（平成24年３月31日現在）

現金及び預金 4,454百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △175　

現金及び現金同等物 4,278百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  ①　リース資産の内容

　    工具、器具及び備品であります。

  ①　リース資産の内容

 同左

　②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（２）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。　

　②　リース資産の減価償却の方法

 同左

　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっており、その内容は次のとおりで

あります。

 同左

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

機械装置及
び運搬具

56 55 1

工具、器具
及び備品

36 23 13

無形
固定資産

15 9 5

合計 107 87 20

（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しております。

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具、器具
及び備品

22 18 4

無形
固定資産

15 12 2

合計 37 30 7

 同左

（２）未経過リース料期末残高相当額等

　　　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 8百万円

１年超 12 

合計 20百万円

（２）未経過リース料期末残高相当額等

　　　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4百万円

１年超 2 

合計 7百万円

（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

 同左

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価　

償却費相当額及び減損損失

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価　

償却費相当額及び減損損失

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 19 

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 7 

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

（４）減価償却費相当額の算定方法

 同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

 同左
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については主に銀行借

入による方針です。

　なお、デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的取引は行わない方針であ

ります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、海外展開により生じ

ている一部外貨建て営業債権は為替の変動リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券については、主に短期社債等の債券並びに業務上の関係を有する企業の株式

であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建ての

ものについては、為替の変動リスクに晒されております。

　借入金のうち、短期借入金はすべて１年内返済予定の長期借入金であります。長期借入金は主に設備投

資に関わる資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後２年であります。これらの金利は

ほぼ全て固定金利であり、支払金利の変動リスクは軽微であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為

替予約取引ですが、当連結会計年度末時点におけるデリバティブ取引の利用はありません。なお、ヘッジ

会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価の評価方法等については、前述

の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4．会計処理基準に関する事項（6）重要なヘッジ

会計の方法」をご参照下さい。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社グループ各社の債権管理規程に従い、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行

うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。

　その他有価証券のうち満期のあるものについては、安全性の高い金融商品のみを対象としているため、

信用リスクは軽微であります。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスクの管理）

　当社グループは、外貨建て営業債権及び営業債務について、為替の変動リスクに対して為替動向を定期

的に把握しており、当該リスクをヘッジするためのデリバティブ取引（為替予約取引）を行っておりま

す。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また満期のない

ものについては市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた当社グループ各社の社

内ルールに従い、担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。

③　資金調達に関わる流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループでは、各社が資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２．参

照）。

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 4,924 4,924 －
（2）受取手形及び売掛金 24,845 24,845 －
（3）有価証券及び投資有価証券 5,194 5,194 －

　　資産計 34,965 34,965 －

（1）支払手形及び買掛金 16,534 16,534 －
（2）長期借入金（*１） 12,730 12,778 47

　　負債計 29,265 29,313 47

　　（*１）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（３）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提

示された価格によっております。公社債投資信託で短期に決済されるものについては、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項につい

ては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

（１）支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（２）長期借入金

　これらの時価は元利金の合計を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

に、一部に設定された担保資産の影響を考慮して算定しております。

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分　 連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 55
　非連結子会社株式 109

合計 165

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び

投資有価証券」には含めておりません。　

　　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内（百万円）

現金及び預金 4,912
受取手形及び売掛金 24,845
有価証券及び投資有価証券 　
　その他有価証券のうち満期があるもの 　
　　債券（短期社債） 3,000

合計 32,758
　

　　　４．長期借入金の返済予定額

　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。
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当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、資金調達については主に銀行借

入による方針です。

 なお、デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的取引は行わない方針であ

ります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、海外展開により生じ

ている一部外貨建て営業債権は為替の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券については、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんどが５ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建ての

ものについては、為替の変動リスクに晒されております。

　借入金は主に設備投資に関わる資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後５年以内で

あります。これらの金利はほぼ全て固定金利であり、支払金利の変動リスクは軽微であります。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予

約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性評価

の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準

に関する事項（６）重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社グループ各社の債権管理規程に従い、営業債権について、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行

うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。

　その他有価証券のうち満期のあるものについては、安全性の高い金融商品のみを対象としているため、

信用リスクは軽微であります。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスクの管理）

　当社グループは、外貨建て営業債権及び営業債務について、為替の変動リスクに対して為替動向を定期

的に把握しており、当該リスクをヘッジするためのデリバティブ取引（為替予約取引）を行っておりま

す。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また満期のないものについて

は市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた当社グループ各社の社

内ルールに従い、担当部門が決済担当者の承認を得て行っております。

③　資金調達に関わる流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループでは、各社が資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性

リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」にお

けるデリバティブ取引に関する契約額などについては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注）２．参

照）。

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 4,454 4,454 －
（2）受取手形及び売掛金 27,350 27,350 －
（3）投資有価証券 2,199 2,199 －

　　資産計 34,004 34,004 －

（1）支払手形及び買掛金 19,234 19,234 －
（2）短期借入金 200 200 －
（3）長期借入金（*１） 9,680 9,660 △20

　　負債計 29,115 29,094 △20

　　デリバティブ取引（*２） (48) (48) －

（*１）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（*２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示し、合計で正味の債務となる項目について

は、(　)で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（３）投資有価証券

　これらの時価については取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項に

ついては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

負　債

（１）支払手形及び買掛金、（２）短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

（３）長期借入金

　これらの時価は元利金の合計を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に、

一部に設定された担保資産の影響を考慮して算定しております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分　 連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 59
　非連結子会社株式 114

合計 174

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資有価証

券」には含めておりません。　

　　　３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内（百万円）

現金及び預金 4,442
受取手形及び売掛金 27,350

合計 31,793
　

　　　４．長期借入金の返済予定額

　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。　
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（有価証券関係）

　前連結会計年度（平成23年３月31日）

　　１．その他有価証券

種類 連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円） 差額（百万円）

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの)

   

(1）株式 1,792 1,042 749
(2）債券 2,997 2,995 1

(3）その他 － － －

小計 4,789 4,038 750

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの)

   

（1）株式 344 431 △87
（2）債券 － － －

（3）その他 60 60 －

小計 404 492 △87

合計 5,194 4,530 663

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　55百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表 の「その他有価証券」に含めておりません。

　

　　　　　　２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

（1）株式

（2）債券

 ①国債・地方債等

 ②社債

 ③その他　

（3）その他

0

　

－

－

－

－

0

　

－

－

－

－

－

　

－

－

－

－

合計 0 0 －

　　３．減損処理を行った有価証券

　当連結会計年度において、その他有価証券について４百万円の減損処理を行っております。

　なお、原則として時価が取得原価に比べ30％以上下落している銘柄について、時価の回復可能性を判断

し、減損処理の要否を検討しております。　
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　当連結会計年度（平成24年３月31日）

　　１．その他有価証券

種類 連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円） 差額（百万円）

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの)

   

(1）株式 1,817 1,049 768
(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,817 1,049 768

(連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの)

   

（1）株式 381 452 △70
（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

小計 381 452 △70

合計 2,199 1,501 697

（注）　非上場株式（連結貸借対照表計上額　59百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、上表 の「その他有価証券」に含めておりません。

　

　　　　　　２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

（1）株式

（2）債券

 ①国債・地方債等

 ②社債

 ③その他　

（3）その他

2

　

－

－

－

－

0

　

－

－

－

－

0

　

－

－

－

－

合計 2 0 0

　

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨関連

前連結会計年度（平成23年３月31日）

  連結決算日時点において該当する取引はありません。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引
為替予約取引     
売建     
ＵＳドル 3,644 － 3,693 △48

合計 3,644 － 3,693 △48

　(注) 時価の算定方法

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。　
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(2)金利関連

前連結会計年度（平成23年３月31日）

  連結決算日時点において該当する取引はありません。

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）

  連結決算日時点において該当する取引はありません。

　　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社１社は、退職一時金制度と確定拠出年金制度を併用しております。国内連結子会社２

社及び海外連結子会社１社は、確定給付制度として、退職一時金制度を設けております。また、当社は従業員の

退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う

場合があります。

　なお、国内連結子会社１社は平成24年１月１日付で適格退職年金制度を確定拠出年金制度へ移行しておりま

す。また、海外連結子会社１社は、当連結会計年度より退職給付制度を導入しております。　

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

イ．退職給付債務（百万円） △3,111 △3,172

ロ．年金資産（百万円） 30 －

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（百万円） △3,081 △3,172

ニ．未認識数理計算上の差異（百万円） 155 175

ホ．未認識過去勤務債務（百万円） 6 5

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ）（百万円） △2,918 △2,990

ト．退職給付引当金（ヘ）（百万円） △2,918 △2,990

（注）　（前連結会計年度）

国内連結子会社２社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

　

（当連結会計年度）

１．国内連結子会社２社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

２．当連結会計年度における適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行に伴う影響額は次のとおり

であります。 

　
退職給付債務の減少　 　78百万円

年金資産の減少 △28百万円

退職給付引当金の減少 　50百万円

確定拠出年金制度への資産移換額　 　37百万円

確定拠出年金制度への移行に伴う利益   12百万円
　　　　　

また、確定拠出年金制度への資産移換額37百万円は、８年間で移換する予定であります。なお、当連結会

計年度末時点の未移換額33百万円は、未払金、長期未払金（固定負債の「その他」）に計上しておりま

す。
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３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

(自平成22年４月１日
　至平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自平成23年４月１日
　至平成24年３月31日)

イ．勤務費用（百万円） 209 208

ロ．利息費用（百万円） 48 48

ハ．期待運用収益（百万円） － －

ニ．数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 28 27

ホ．過去勤務債務の費用処理額（百万円） △2 1

へ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）（百万円） 283 285

ト．確定拠出年金制度への移行に伴う利益（百万円） － △12

チ．その他（百万円） 152 156

リ．計（ヘ＋ト＋チ）（百万円） 436 429

 （注）　（前連結会計年度）

　　　　　　簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上しております。また、「チ.その

他」は、確定拠出年金への支払額であります。　

 　　　　（当連結会計年度）

　　　　　　同上

　

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

ロ．割引率     1.5～1.9％    主として1.5～1.7％

ハ．期待運用収益率 ───────── ─────────

ニ．数理計算上の差異の処理年数 　５年～８年

（各連結会計年度発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしております。）

５年～８年

同左

ホ．過去勤務債務の処理年数 　５年～８年

（発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数による定額法に

より費用処理しております。）

５年～８年

同左　
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（ストック・オプション等関係）

 １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

（単位：百万円）　　　

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）　

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

販売費及び一般管理費の株式報酬費 32 43

　

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 (1) ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権 第２回新株予約権

 付与対象者の区分及び人数  当社取締役　 ６名  当社取締役　 ６名

 株式の種類別のストック・

オプションの数（注）１．
 普通株式　42,900株  普通株式　45,600株

 付与日  平成22年７月30日  平成23年７月29日

 権利確定条件

 付与日以降、権利確定日（付与日の翌

年の定時株主総会終結のとき）まで当

社取締役として在任していること

（注）２．

 付与日以降、権利確定日（付与日の翌

年の定時株主総会終結のとき）まで当

社取締役として在任していること

（注）２．

 対象勤務期間
 自平成22年７月30日　至平成23年の定

時株主総会終結日

 自平成23年７月30日　至平成24年の定

時株主総会終結日

 権利行使期間
 自平成22年７月31日　至平成52年７月

30日

 自平成23年７月30日　至平成53年７月

29日

 　　　（注）１．株式数に換算して記載しております。

　　　　　　 ２．付与日から権利確定日までの間に取締役の地位を喪失した場合、付与対象者はストック・オプションの一部

又は全部を喪失する条件となっております。　

 

 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成24年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オ

プションの数については、株式数に換算して記載しております。

 　　①ストック・オプションの数

 第１回新株予約権 第２回新株予約権

 権利確定前        （株） 　 　

 　前連結会計年度末 42,900 －

 　付与 － 45,600

 　失効 － －

 　権利確定 42,900 －

 　未確定残 － 45,600

 権利確定後　　　　（株） 　 　

 　前連結会計年度末 － －

 　権利確定 42,900 －

 　権利行使 － －

 　失効 － －

 　未行使残 42,900 －

 

 　　②単価情報

 第１回新株予約権 第２回新株予約権

 権利行使価格　　　（円） 1 1

 行使時平均株価　　（円） － －

 付与日における公正な

 評価単価（円）　　　　　　　　　　　
1,015 959
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与された当社第２回新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は以下の

とおりであります。

 　①　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

 　②　主な基礎数値及び見積方法

 第２回新株予約権

 株価変動性（注）１  　　　　　　　　　　　　　48.9％

 予想残存期間（注）２  　　　　　　　　　　　　　6.00年

 予想配当（注）３  　　　　　　　　　　　　26円／株

 無リスク利子率（注）４  　　　　　　　　　　　　　0.50％

（注）１．６年間（平成17年７月25日から平成23年７月25日まで）の株価実績に基づき算定しておりま

す。

２．付与対象者の予想在任期間を平均して見積もっております。

３．平成23年３月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する分離元本国債のスポットレートを線形補間し算出しております。

 

 ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

 　　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用して

おります。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当連結会計年度
（平成24年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産   

賞与引当金 515百万円

退職給付引当金 1,143 

確定拠出年金制度移行未払金 225　

役員退職慰労引当金 210 

貸倒引当金 34 

未払事業税 130 

会員権評価損 48 

未実現利益の消去に伴う一時差異 285 

未払社会保険料 72 

繰越欠損金 257 

減損損失    177 

その他 250 

繰延税金資産小計 3,349百万円

評価性引当額 △524 

繰延税金資産合計 2,824百万円

   

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △1,164百万円

その他有価証券評価差額金 △269 

在外子会社留保利益 △167 

繰延税金負債合計 △1,601百万円

繰延税金資産の純額 1,223百万円

繰延税金資産   

賞与引当金 443百万円

退職給付引当金 1,035 

確定拠出年金制度移行未払金 176　

役員退職慰労引当金 193 

貸倒引当金 21 

未払事業税 69 

会員権評価損 44 

未実現利益の消去に伴う一時差異 312 

未払社会保険料 63 

繰越欠損金 90 

減損損失    95 

その他 226 

繰延税金資産小計 2,771百万円

評価性引当額 △454 

繰延税金資産合計 2,317百万円

   

繰延税金負債   

固定資産圧縮積立金 △986百万円

その他有価証券評価差額金 △248 

在外子会社留保利益 △158 

繰延税金負債合計 △1,393百万円

繰延税金資産の純額 923百万円

  

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。

当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結

貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産……繰延税金資産 923百万円

固定資産……繰延税金資産 594 

固定負債……繰延税金負債 295 

流動資産……繰延税金資産 671百万円

固定資産……繰延税金資産 501 

固定負債……繰延税金負債 249 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因

法定実効税率 40.7％

（調整）  

法人税額の特別控除額 △3.7

住民税均等割 0.8

交際費等永久に損金に算入さ

れない項目
0.7

受取配当金等永久に益金に算

入されない項目
△0.4

評価性引当額の増加　 △0.5

その他 △0.5

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
37.1％

　

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。
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前連結会計年度
（平成23年３月31日）

　当連結会計年度
（平成24年３月31日）　

──────────────── ３．法人税率の変更等による影響

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図

るための所得税法等の一部を改正する法律」(平成23

年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特

別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月

２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連

結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税

の課税が行われることとなりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の40.69％から、平成24年

４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１

日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差

異については38.01％に、平成27年４月１日に開始する

連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異につい

ては35.64％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金

負債の金額を控除した金額）は55百万円減少し、法人

税等調整額は90百万円増加しております。

　

　

　

（資産除去債務関係）

  前連結会計年度末（平成23年３月31日）

　  資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　　

  当連結会計年度末（平成24年３月31日）

　  資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　　

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日） 

　　　　　　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

　　　　　当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日） 

　　　　　　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

  当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

  当社は、事業本部による組織体制を敷いており、各事業本部は、市場・製品別に国内及び海外の包括的な戦略を

立案し、事業活動を展開しております。

  したがって、当社グループは、事業本部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「ライフサイエ

ンス事業」、「情報電子事業」及び「建築資材事業」の３つを報告セグメントとしております。

  各報告セグメントの主要製品は以下のとおりです。

報告セグメント 　　主要製品　

ライフサイエンス
食品・生活用包装材、医薬・医療用包装材、詰替／注出口付きパウチ、

プラスチック製折畳液体容器　

情報電子
偏光板（光学用）用プロテクトフィルム、層間絶縁フィルム、剥離フィルム、

情報関連機器用材

建築資材 ビル用煙突、ボイドスラブ、空調用配管、トンネル用資材

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は営業利益をベースとした数値であります。

負債については、報告セグメント別の情報が最高意思決定機関に対して定期的に提供されておりませんので、算

定対象としておりません。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。　

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債、その他の金額に関する情報

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：百万円）

　

 

　報告セグメント　　
調整額

（注）１,２

連結
財務諸表
計上額
（注）３　

ライフ
サイエンス

情報電子 建築資材 計

売上高     　  

外部顧客への売上高 41,289 28,470 8,272 78,033 － 78,033

セグメント間の内部売上高

又は振替高
267 1,058 27 1,352 △1,352 －

計 41,557 29,529 8,300 79,386 △1,352 78,033

セグメント利益又は損失(△)

（営業利益又は損失（△））

　

2,002 2,731 △10 4,723 － 4,723

セグメント資産 29,455 28,988 3,637 62,081 10,437 72,519

その他の項目     　  

減価償却費 1,723 2,362 96 4,182 － 4,182

減損損失 117 － － 117 － 117

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
2,295 3,606 34 5,936 － 5,936
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（注）１．売上高の調整額はセグメント間取引消去であります。

　２．資産の調整額は報告セグメントに帰属していない全社資産であり、その主なものは、当社及び連結子会社

での余資運用資金（現金及び預金）、短期投資資金（有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び

管理部門に係る資産等であります。

　３．報告セグメント利益又は損失（△）の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：百万円）

　

 

　報告セグメント　　
調整額

（注）１,２

連結
財務諸表
計上額
（注）３　

ライフ
サイエンス

情報電子 建築資材 計

売上高     　  

外部顧客への売上高 42,473 30,495 9,602 82,571 － 82,571

セグメント間の内部売上高

又は振替高
266 977 12 1,256 △1,256 －

計 42,739 31,473 9,614 83,827△1,256 82,571

セグメント利益 2,380 2,220 221 4,822 － 4,822

セグメント資産 33,235 29,747 3,477 66,460 6,980 73,441

その他の項目     　  

減価償却費 1,847 2,754 63 4,665 － 4,665

減損損失 62 － － 62 － 62

有形固定資産及び無形固定

資産の増加額
4,593 1,989 49 6,632 － 6,632

（注）１．売上高の調整額はセグメント間取引消去であります。

　２．資産の調整額は報告セグメントに帰属していない全社資産であり、その主なものは、当社及び連結子会社

での余資運用資金（現金及び預金）、短期投資資金（有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び

管理部門に係る資産等であります。

　３．報告セグメント利益の合計は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

【関連情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書上の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の額が連結貸借対照表上の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高　 関連するセグメント名

　稲畑産業株式会社 　8,360　ライフサイエンス、情報電子
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　　当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。　

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書上の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の額が連結貸借対照表上の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載

を省略しております。

　

３．主要な顧客ごとの情報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高　 関連するセグメント名

　稲畑産業株式会社 　9,598　ライフサイエンス、情報電子

　　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：百万円）　

　
ライフ

サイエンス
情報電子 建築資材　 全社・消去　 合計　

　減損損失 　117 　－ － － 117

　　　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

（単位：百万円）　

　
ライフ

サイエンス
情報電子 建築資材　 全社・消去　 合計　

　減損損失 　62 　－ － － 62

（注）「減損損失」として特別損失に計上した上記金額のほかに、タイ国洪水被害に伴って計上した「災害

による損失」の中には、ライフサイエンス事業の被災固定資産251百万円の減損損失が含まれております。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

　　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。

　　

当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引　

　

（１）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等　

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

種類
会社等の
名称又は
氏名 

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）
（注）1

科目
期末残高
（百万円）

非連結

子会社
アデコ㈱

静岡県

沼津市
10

プラスチックを主原

料とする包装材料及

び容器の製造並びに

販売

（所有）

直接 100.0

営業上の

取引

固定資産の

賃貸

固定資産

の賃貸

（注）２

112 － －

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　固定資産の賃貸料については、当社に発生するコスト等を勘案し決定しております。

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日） 

種類
会社等の
名称又は
氏名 

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）
（注）1　

科目
期末残高
（百万円）

非連結

子会社
アデコ㈱

静岡県

沼津市
10

プラスチックを主原

料とする包装材料及

び容器の製造並びに

販売

（所有）

直接 100.0

営業上の

取引

固定資産の

賃貸

固定資産

の賃貸

（注）２

　

62 － －

債権の

放棄

（注）３

　

138 － －

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　固定資産の賃貸料については、当社に発生するコスト等を勘案し決定しております。

　　　３．同社の清算結了に際し、当社の債権を放棄したものです。

　

（２）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等　

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自平成23年４月１日　至平成24年３月31日） 

種類
会社等の
名称又は
氏名 

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（百万円）
（注）1

科目
期末残高
（百万円）

役員及び

その近親者
藤森　雅彦 － － －

（被所有）

直接 3.0

自己株式の

取得

自己株式の

取得
69 － －

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　公開買付による自己株式の取得を２回実施致しております。

・第１回目の実施は、平成23年８月４日開催の取締役会決議に基づき、自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)を

利用し、平成23年８月４日の株価終値（最終特別気配を含む）にて取引をおこなっております。

・第２回目の実施は、平成24年２月８日開催の取締役会決議に基づき、自己株式立会外買付取引(ToSTNeT-3)を

利用し、平成24年２月８日の株価終値（最終特別気配を含む）にて取引をおこなっております。

３．議決権等の被所有割合は、当社が所有する自己株式132,976株を控除して計算しております。　　
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

１株当たり純資産額   1,721円 69銭

１株当たり当期純利益金額  153円 64銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
 153円 37銭

１株当たり純資産額   1,859円 49銭

１株当たり当期純利益金額  164円 17銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
 163円 44銭

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円）                 2,657                 2,828

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  2,657  2,828

期中平均株式数（千株）                 17,298                 17,230

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

当期純利益調整額（百万円）　 － －

普通株式増加数（千株）　 30 76

（うち新株予約権） （30） （76）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要　

－ －

（会計方針の変更） 

  当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30日）及び

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日公表分）を

適用しております。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプシ

ョンについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のう

ち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

  これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、153円39銭

であります。

　

（重要な後発事象）

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　該当事項はありません。　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

 該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 200 0.42 －

１年以内に返済予定の長期借入金 6,049 6,680 1.84 －

１年以内に返済予定のリース債務 1 2 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 6,680 3,000 0.84平成25～29年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 5 6 － 平成25～28年

その他有利子負債     

　預り保証金 305 311 0.54 －

合計 13,042 10,201 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。

２. リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 － － － 3,000

リース債務 2 2 1 －

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計年

度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載

を省略しております。

　　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 21,220 41,511 62,445 82,571

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
1,976 2,559 4,053 4,852

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
1,158 1,485 2,369 2,828

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
66.97 86.02 137.43 164.17

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
66.97 18.97 51.43 26.69
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,409 2,782

受取手形 4,648 ※2
 3,956

売掛金 ※1
 16,566

※1
 19,629

有価証券 2,997 －

商品及び製品 1,464 1,846

仕掛品 951 1,006

原材料及び貯蔵品 1,275 1,128

前渡金 63 2

前払費用 132 158

繰延税金資産 695 529

未収入金 115 225

その他 523 577

貸倒引当金 △31 △1

流動資産合計 32,812 31,843

固定資産

有形固定資産

建物 21,372 25,048

減価償却累計額 △10,828 △11,690

建物（純額） 10,544 13,358

構築物 1,250 1,460

減価償却累計額 △883 △970

構築物（純額） 367 490

機械及び装置 33,423 37,053

減価償却累計額 △27,557 △29,295

機械及び装置（純額） 5,865 7,758

車両運搬具 224 310

減価償却累計額 △203 △225

車両運搬具（純額） 21 84

工具、器具及び備品 3,579 3,747

減価償却累計額 △3,150 △3,238

工具、器具及び備品（純額） 428 509

土地 4,969 4,969

建設仮勘定 4,423 995

有形固定資産合計 26,620 28,165

無形固定資産

ソフトウエア 110 185

その他 26 24

無形固定資産合計 136 210
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 2,110 2,177

関係会社株式 1,856 2,076

従業員長期貸付金 8 8

関係会社長期貸付金 110 194

破産更生債権等 8 5

長期前払費用 19 208

保険積立金 61 64

その他 224 222

貸倒引当金 △55 △55

投資その他の資産合計 4,345 4,902

固定資産合計 31,102 33,278

資産合計 63,915 65,121

負債の部

流動負債

支払手形 932 ※2
 400

買掛金 ※1
 12,960

※1
 16,196

短期借入金 － 200

1年内返済予定の長期借入金 5,900 6,600

未払金 3,355 3,463

未払費用 544 614

未払法人税等 1,639 673

未払消費税等 70 －

前受金 1 1

預り金 83 118

賞与引当金 1,069 956

役員賞与引当金 52 78

設備関係支払手形 250 79

その他 0 48

流動負債合計 26,859 29,431

固定負債

長期借入金 6,600 3,000

繰延税金負債 129 95

退職給付引当金 1,911 2,032

役員退職慰労引当金 317 317

資産除去債務 76 78

その他 1,001 873

固定負債合計 10,036 6,396

負債合計 36,895 35,827
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,723 4,723

資本剰余金

資本準備金 5,778 5,778

資本剰余金合計 5,778 5,778

利益剰余金

利益準備金 477 477

その他利益剰余金

土地圧縮積立金 777 843

特別償却準備金 13 4

固定資産圧縮積立金 905 917

別途積立金 11,310 11,310

繰越利益剰余金 2,628 4,860

利益剰余金合計 16,112 18,413

自己株式 △10 △138

株主資本合計 26,603 28,776

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 383 440

評価・換算差額等合計 383 440

新株予約権 32 76

純資産合計 27,019 29,293

負債純資産合計 63,915 65,121
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

売上高

製品売上高 56,692 60,948

商品売上高 6,200 5,109

売上高合計 62,892 66,058

売上原価

製品期首たな卸高 1,325 1,303

商品期首たな卸高 170 160

当期製品製造原価 42,705 46,292

当期製品仕入高 2,988 3,301

当期商品仕入高 5,445 4,828

合計 52,635 55,886

他勘定振替高 ※2
 115

※2
 149

製品期末たな卸高 1,303 1,565

商品期末たな卸高 160 280

売上原価合計 ※3
 51,056

※3
 53,890

売上総利益 11,836 12,167

販売費及び一般管理費 ※4,8
 7,370

※4,8
 7,795

営業利益 4,466 4,371

営業外収益

受取利息 16 13

受取配当金 ※1
 80 53

仕入割引 21 21

生命保険金及び配当金 47 65

賃貸収入 ※1
 166

※1
 113

為替差益 － 16

貸倒引当金戻入額 － 32

企業誘致奨励金 84 184

その他 67 118

営業外収益合計 484 619

営業外費用

支払利息 241 193

賃貸用資産減価償却費 85 44

為替差損 8 －

その他 23 22

営業外費用合計 359 260

経常利益 4,591 4,730

特別利益

固定資産売却益 ※5
 2

※5
 27

その他 0 0

特別利益合計 2 28
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

特別損失

固定資産売却損 － ※6
 3

固定資産除却損 ※7
 36

※7
 52

投資有価証券評価損 4 －

関係会社株式評価損 － 9

減損損失 ※9
 117

※9
 62

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 70 －

関係会社清算損 － ※10
 138

災害による損失 ※11
 16 －

その他 2 18

特別損失合計 247 286

税引前当期純利益 4,346 4,472

法人税、住民税及び事業税 1,892 1,573

法人税等調整額 △208 150

法人税等合計 1,684 1,723

当期純利益 2,661 2,749
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  26,12161.0 28,95162.2

Ⅱ　労務費  6,109 14.3 6,141 13.2

Ⅲ　経費  10,56524.7 11,43524.6

（うち減価償却費）  (3,165) (7.4) (3,571) (7.7)

（うち外注加工費）  (2,991) (7.0) (2,947) (6.3)

当期総製造費用  42,797100.0 46,528100.0

期首仕掛品たな卸高  982 951 

合計  43,779 47,480 

期末仕掛品たな卸高  951 1,006 

他勘定振替高 ※２ 121 181 

当期製品製造原価  42,705 46,292 

      

　（注）

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

１　原価計算の方法は、組別総合原価計算及び個別原価計

算を採用しております。

１　　　　　　　　　　同左

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

  有償支給 38百万円

  その他 82  

    合計 121百万円

  有償支給 65百万円

  その他 116  

    合計 181百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,723 4,723

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,723 4,723

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 5,778 5,778

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,778 5,778

資本剰余金合計

当期首残高 5,778 5,778

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,778 5,778

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 477 477

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 477 477

その他利益剰余金

土地圧縮積立金

当期首残高 777 777

当期変動額

土地圧縮積立金の積立 － 66

当期変動額合計 － 66

当期末残高 777 843

特別償却準備金

当期首残高 22 13

当期変動額

特別償却準備金の積立 － 0

特別償却準備金の取崩 △9 △9

当期変動額合計 △9 △8

当期末残高 13 4

固定資産圧縮積立金

当期首残高 968 905

当期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － 67

固定資産圧縮積立金の取崩 △62 △55

当期変動額合計 △62 11

当期末残高 905 917
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

別途積立金

当期首残高 11,310 11,310

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 11,310 11,310

繰越利益剰余金

当期首残高 327 2,628

当期変動額

土地圧縮積立金の積立 － △66

特別償却準備金の積立 － △0

特別償却準備金の取崩 9 9

固定資産圧縮積立金の積立 － △67

固定資産圧縮積立金の取崩 62 55

剰余金の配当 △432 △448

当期純利益 2,661 2,749

当期変動額合計 2,301 2,232

当期末残高 2,628 4,860

利益剰余金合計

当期首残高 13,883 16,112

当期変動額

剰余金の配当 △432 △448

当期純利益 2,661 2,749

当期変動額合計 2,229 2,301

当期末残高 16,112 18,413

自己株式

当期首残高 △10 △10

当期変動額

自己株式の取得 △0 △127

当期変動額合計 △0 △127

当期末残高 △10 △138

株主資本合計

当期首残高 24,374 26,603

当期変動額

剰余金の配当 △432 △448

当期純利益 2,661 2,749

自己株式の取得 △0 △127

当期変動額合計 2,229 2,173

当期末残高 26,603 28,776
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 516 383

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△132 57

当期変動額合計 △132 57

当期末残高 383 440

評価・換算差額等合計

当期首残高 516 383

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△132 57

当期変動額合計 △132 57

当期末残高 383 440

新株予約権

当期首残高 － 32

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 32 43

当期変動額合計 32 43

当期末残高 32 76

純資産合計

当期首残高 24,890 27,019

当期変動額

剰余金の配当 △432 △448

当期純利益 2,661 2,749

自己株式の取得 △0 △127

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △100 100

当期変動額合計 2,128 2,274

当期末残高 27,019 29,293
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【重要な会計方針】

項目
当事業年度

(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

１．有価証券の評価基準及び評

価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

 (2）その他有価証券

時価のあるもの

　期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準

及び評価方法

　デリバティブ

　　　時価法　

３．たな卸資産の評価基準及び

評価方法

 商品及び製品……移動平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定)

 仕掛品……同上

 原材料及び貯蔵品……同上

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）

  定率法。ただし、沼田事業所の建物（附属設備を除く）及び平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。な

お、主な耐用年数は、以下のとおりです。

建物 ３～50年

機械及び装置 ４～14年

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

　ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法、それ以外のものについては定額法によっております。

５．外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

　決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

 (3）役員賞与引当金

  役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上し

ております。

 (４）退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（８年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。ま

た、過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（８年）による定額法により費用処理しております。

 (5）役員退職慰労引当金

　役員の退職金支給に備えるため、内規に基づき計算した期末要支給額を計上して

おります。なお当社は、平成22年7月からの株式報酬型ストック・オプション制度

導入に伴い、役員退職慰労金制度を廃止しておりますが、制度廃止までの在任期間

に対応する退職慰労金相当額を計上しております。

７．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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【重要な会計方針の変更】

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

(１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用)

　当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表分）を適用し

ております。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプション

について、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のうち、将

来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

　これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、153円62銭であり

ます。

【追加情報】

当事業年度
(自　平成23年４月１日
  至　平成24年３月31日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成23年３月31日）

当事業年度
（平成24年３月31日）

※１　関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

※１　関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

売掛金 1,048百万円

買掛金 1,605 

売掛金 897百万円

買掛金 1,679 

  

─────────── ※２　 事業年度末日満期手形

　事業年度末日満期手形の会計処理については、当事

業年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。当事業年

度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

受取手形 619百万円

支払手形 360百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

関係会社よりの賃貸収入 165百万円

関係会社よりの受取配当金 28 

関係会社よりの賃貸収入 109百万円

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

製品サンプル見本費及び試作費

用等の販売費及び一般管理費へ

の振替高

115百万円

製品サンプル見本費及び試作費

用等の販売費及び一般管理費へ

の振替高

149百万円

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

※３　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切り下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。

57百万円 33百万円

※４　販売費及び一般管理費 ※４　販売費及び一般管理費

販売費に属する費用のおおよその割合は50％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は50

％であります。主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

販売費に属する費用のおおよその割合は52％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は48

％であります。主要な費目及び金額は次のとおりで

あります。

荷造・保管・運搬費 1,555百万円

従業員給料 1,076 

従業員賞与 331 

賞与引当金繰入額 286 

役員賞与引当金繰入額 52 

福利厚生費 373 

旅費交通費 316 

退職給付費用 101 

役員退職慰労引当金繰入額 7 

貸倒引当金繰入額 17 

研究開発費 1,822 

減価償却費 146 

荷造・保管・運搬費 1,519百万円

従業員給料 1,147 

従業員賞与 313 

賞与引当金繰入額 295 

役員賞与引当金繰入額 78 

福利厚生費 365 

旅費交通費 340 

退職給付費用 104 

研究開発費 1,883 

減価償却費 311 

※５　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※５　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 0百万円

車両運搬具 1百万円

計 2百万円

機械及び装置 27百万円

車両運搬具 0百万円

計 27百万円

　─────────── ※６　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　 機械及び装置 3百万円

計 3百万円

※７　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※７　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物 2百万円

構築物 1 

機械及び装置 26 

車両運搬具 0 

工具、器具及び備品 5 

計 36百万円

建物 20百万円

機械及び装置 28 

車両運搬具 0 

工具、器具及び備品 4 

計 52百万円
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前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

※８　研究開発費の総額 ※８　研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費

用に含まれる額
1,822百万円

一般管理費及び当期製造費

用に含まれる額
1,883百万円

※９　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 経緯 
減損金額

（百万円）

山梨県

笛吹市

賃貸用

資産

建物

機械装置等

受注の減少

に伴い、稼働

停止予定の

ため

117

（グルーピングの方法）

　当社は、原則として事業用資産については事業部を基

準としてグルーピングを行っております。また、事業撤

退等の意思決定を行っている資産、遊休資産及び賃貸

用資産については個別にグルーピングを行っておりま

す。 

　当事業年度において、上記資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（117

百万円）として特別損失に計上しました。

その内訳は、建物58百万円、機械及び装置53百万円、

車両運搬具0百万円、工具、器具及び備品5百万円であり

ます。

（回収可能価額の算定方法）

  正味売却価額により測定しております。 

　

※９　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 経緯 
減損金額

（百万円）

静岡県

沼津市

賃貸用

資産

建物

機械装置等

清算非連結

子会社アデ

コ㈱向けの

貸与資産で

あり、大部分

が遊休資産

となること

が見込まれ

るため

62

（グルーピングの方法）

　当社は、原則として事業用資産については事業部を基

準としてグルーピングを行っております。また、事業撤

退等の意思決定を行っている資産、遊休資産及び賃貸

用資産については個別にグルーピングを行っておりま

す。 

　当事業年度において、上記資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（62

百万円）として特別損失に計上しました。

その内訳は、建物15百万円、機械及び装置45百万円、

車両運搬具0百万円、工具、器具及び備品1百万円であり

ます。

（回収可能価額の算定方法）

  静岡県沼津市の賃貸用資産については、回収可能価

額は正味売却価額または使用価値により測定してお

り、使用価値は将来キャッシュフローを4.92％で割り

引いて算定しております。 

　

─────────── ※10　関係会社清算損

　当事業年度で清算を結了した、非連結子会社アデコ㈱

向けの債権回収不能額であります。

※11　災害による損失

　東日本大震災により被災した設備の復旧見積額を計

上しております。

───────────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 13 0 － 13

合計 13 0 － 13

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。　

　

当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 13 118 － 132

合計 13 118 － 132

  （注）普通株式の自己株式の株式数の増加118千株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加118千株、単元未

満株式の買取り０千株であります。

　

（リース取引関係）

　　　　　前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

　　　　　当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　　該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

　　　　　前事業年度（平成23年３月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額　1,856百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、記載しておりません。　

　　

　　　　　当事業年度（平成24年３月31日）

　子会社株式（貸借対照表計上額　2,076百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め

られることから、記載しておりません。　
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成23年３月31日）

当事業年度
（平成24年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　繰延税金資産   

　賞与引当金 434百万円

　退職給付引当金 777 

　確定拠出年金制度移行未払金 225　

　未払事業税 134 

　役員退職慰労引当金 129 

　その他 420 

　繰延税金資産小計 2,121百万円

　評価性引当額 △128 

　繰延税金資産合計 1,992百万円

　 　 　

　繰延税金負債   

　固定資産圧縮積立金等 △1,163百万円

　その他有価証券評価差額金 △262 

　繰延税金負債合計 △1,426百万円

　繰延税金資産の純額 565百万円

　繰延税金資産   

　賞与引当金 363百万円

　退職給付引当金 732 

　確定拠出年金制度移行未払金 164　

　未払事業税 60 

　役員退職慰労引当金 119 

　その他 329 

　繰延税金資産小計 1,769百万円

　評価性引当額 △105 

　繰延税金資産合計 1,664百万円

　 　 　

　繰延税金負債   

　固定資産圧縮積立金等 △986百万円

　その他有価証券評価差額金 △243 

　繰延税金負債合計 △1,229百万円

　繰延税金資産の純額 434百万円

　当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照

表の以下の項目に含まれております。

　当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照

表の以下の項目に含まれております。

流動資産……繰延税金資産 695百万円

固定負債……繰延税金負債 129 

流動資産……繰延税金資産 529百万円

固定負債……繰延税金負債 95 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因

　

法定実効税率  　 40.7％

（調整）  

法人税額の特別控除額 △3.6

住民税均等割等 0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.4

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

評価性引当額の増加 0.9　

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.8％

　

　

法定実効税率  　 40.7％

（調整）  

法人税額の特別控除額 △3.6

住民税均等割等 0.7

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.2

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4

評価性引当額の減少 △0.2　

その他 0.1

税率変更による期末繰延税金資産の減額

修正
0.7

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.5％
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前事業年度
（平成23年３月31日）

当事業年度
（平成24年３月31日）

─────────── ３．法人税率の変更等による影響

　「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図

るための所得税法等の一部を改正する法律」(平成23

年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のため

の施策を実施するために必要な財源の確保に関する特

別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月

２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事

業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課

税が行われることとなりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の40.69％から、平成24年

４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に

開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異につい

ては38.01％に、平成27年４月１日に開始する事業年度

以降に解消が見込まれる一時差異については35.64％

となります。

　この税率変更により、繰延税金負債の金額（繰延税金

資産の金額を控除した金額）は３百万円減少し、法人

税等調整額は31百万円増加しております。

　

（資産除去債務関係）

    前事業年度末（平成23年３月31日）

    資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。　

　

    当事業年度末（平成24年３月31日）

    資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。　
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（１株当たり情報）

前事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 1,560円5銭

１株当たり当期純利益金額  153円87銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
 153円60銭

１株当たり純資産額 1,700円69銭

１株当たり当期純利益金額  159円57銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
 158円86銭

   （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

 
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

当事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,661 2,749

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,661 2,749

期中平均株式数（千株） 17,298 17,230

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 30 76

（うち新株予約権） 　　　　　　(30) 　　　　　　(76)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株

式の概要

－ －

 （会計方針の変更）

  当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30日）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日公表分）を適用し

ております。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック・オプシ

ョンについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプションの公正な評価額のう

ち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更しております。

  これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、153円62銭であ

ります。

　

（重要な後発事象）

　当事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　 　 銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資

有価証券

　

　

その他

有価証券

　

　

久光製薬(株) 135,521 531

ハウス食品(株) 159,929 226

テルモ(株) 50,000 197

(株)みずほフィナンシャルグループ 1,232,523 166

コニカミノルタホールディングス(株) 203,268 146

エーザイ(株) 31,476 103

(株)静岡銀行 93,000 79

第一三共(株) 49,750 75

エスビー食品(株) 100,300 71

栗田工業(株) 29,282 59

武田薬品工業(株) 13,310 48

その他50銘柄 761,384 471

計 2,859,744 2,177
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額また
は償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高
（百万円）

有形固定資産        

建物 21,372 3,889
214

(15)
25,048 11,690 992 13,358

構築物 1,250 210 － 1,460 970 87 490

機械及び装置 33,423 4,910
1,280

(45)
37,053 29,295 2,703 7,758

車両運搬具 224 103
17

(0)
310 225 38 84

工具、器具及び備品 3,579 462
294

(1)
3,747 3,238 344 509

土地 4,969     － － 4,969 － － 4,969

建設仮勘定 4,423 5,990 9,417 995 － － 995

有形固定資産計 69,242 15,566
11,223

(62)　
73,585 45,420 4,165 28,165

無形固定資産        
ソフトウエア 954 138 45 1,047 861 63 185

その他 30 - － 30 5 1 24

無形固定資産計 985 138 46 1,077 866 64 210

長期前払費用 22 － 0 22 6 1 16

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）１．当期増減額の主なものは下記のとおりであります。

資産の種類 増減 事業所名 項目 金額（百万円）

　 建物  増加額 三重事業所 事業用建物 2,318

   建物  増加額 昭和事業所 事業用建物 1,284

   機械装置  増加額 昭和事業所 塗工機等 2,964

   建設仮勘定  増加額 三重事業所 建物等 3,262

   機械装置  減少額 静岡事業所 製袋機等 460

２．長期前払費用のうち、非償却性資産192百万円は本表から除いております。

３．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。　

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 86 5 － 35 56

賞与引当金 1,069 956 1,069 － 956

役員賞与引当金 52 78 52 － 78

役員退職慰労引当金 317 － － － 317

（注）  貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権に対する貸倒実績率による見積高の洗替額及び個別債権の

引当戻入によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

１）現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金   7

預金の種類  

当座預金    2,683

普通預金    91

小計    2,775

計    2,782

２）受取手形

イ．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

リードケミカル㈱    400

㈱サンリッツ    396

ベスパック㈱    329

太陽インキ製造㈱   315

㈱新村   248

その他 2,266

計      3,956

ロ．期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成24年４月    1,219

５月    1,201

６月    1,018

７月    493

８月   24

計      3,956
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３）売掛金

イ．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

稲畑産業㈱      3,144

味の素ファインテクノ㈱    1,571

明基材料股有限公司    949

Ｐ＆Ｇイノベーション(同)    948

日東電工㈱    947

その他      12,068

計       19,629

ロ．売掛金滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100
(A) ＋ (D)
─────
２

÷ 
(B)
──
366

16,566 69,110 66,046 19,629 77.1 95.8

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。

４）商品及び製品

品目 金額（百万円）

 商品  

ライフサイエンス   269

情報電子  10

小計    280

 製品  

ライフサイエンス 833

情報電子    732

小計      1,565

計      1,846
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５）仕掛品 

品目 金額（百万円）

ライフサイエンス    602

情報電子   403

計      1,006

 

６）原材料及び貯蔵品 

品目 金額（百万円）

 原材料  

紙・セロファン・フィルム    672

樹脂・一般材料    280

容器部品   25

アルミ箔   13

延伸織布   9

その他   40

小計    1,042

 貯蔵品  

荷造包装材   27

油類・ＬＮＧ   13

紙管類  9

その他   36

小計   86

計    1,128
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②　負債の部

１）支払手形

イ．相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日本パッケージング㈱   193

大日本パックェージ㈱   96

㈱昭和丸筒   48

㈱ミヤザワ  20

立花容器㈱  12

その他   29

計   400

ロ．期日別内訳

期日 金額（百万円）

平成24年４月   125

５月   144

６月   125

７月   4

計   400

　

２）買掛金

相手先 金額（百万円）

三菱樹脂㈱      2,132

日本カーバイド工業㈱    1,669

東洋紡績㈱    1,547

フジモリプラケミカル㈱    1,466

三井物産プラスチックトレード㈱    1,097

その他      8,283

計      16,196

　

３）未払金

相手先 金額（百万円）

鹿島建設㈱      891

近物レックス㈱    206

㈱ゴードーキコー    188

㈱ヒューテック    172

岩瀬産業㈱    130

その他      1,873

計      3,463
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 　　　４）長期借入金

借入先 金額（百万円）

㈱みずほ銀行
　　(1,700)

    　　2,800

㈱三井住友銀行
　　(1,400)

     1,800

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行
(1,200)

 1,600

㈱静岡銀行
(800)

    900

日本生命保険(相)
(400)

    600

その他
(1,100)

    1,900

計
(6,600)

     9,600

　（注）　（　）内の金額は内数で１年内の返済予定額であり、貸借対照表では「１年内返済予定の長期借入金」として流

動負債に計上しております。

（３）【その他】

 該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人

（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

 公告掲載URL

 http://www.zacros.co.jp/ir/bspl.html

株主に対する特典

株主優待制度

　　毎年３月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載された、１単元

（100株）以上保有の株主に対し、以下のとおりプリペイドカードを贈呈

　　100株以上　1,000株未満　　　　　　QUOカード　1,000円分

　1,000株以上　5,000株未満　　　　　　QUOカード　2,000円分

　5,000株以上　　　　　　　　　　　　 QUOカード　3,000円分

　贈呈時期　　　毎年６月

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について次の権利以外の権利を行使することができない。

  　（1）会社法第189条第2項に掲げる権利

　　（2）会社法第166条第1項の規定による請求をする権利

　　（3）株主の有する株式数に応じて募集株式および募集新株予約権の割当を受ける権利

　

　特別口座の口座管理機関である中央三井信託銀行株式会社は、平成24年４月１日をもって、住友信託銀行株式会社及

び中央三井アセット信託銀行株式会社と合併し、商号を「三井住友信託銀行株式会社」に変更し、以下の通り商号・

住所等が変更となっております。

　取扱場所　　　　（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　株主名簿管理人　（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２【その他の参考情報】

 　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　　 事業年度（第81期） （自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）平成23年６月22日　関東財務局長に提出

（2）内部統制報告書及びその添付書類

     平成23年６月22日　関東財務局長に提出　

（3）四半期報告書及び確認書

　　（第82期第１四半期）（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）平成23年８月11日　関東財務局長に提出

　　（第82期第２四半期）（自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日）平成23年11月11日　関東財務局長に提出

　　（第82期第３四半期）（自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日）平成24年２月14日　関東財務局長に提出

（4）臨時報告書

     平成23年６月24日　関東財務局長に提出

     金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づく

臨時報告書であります。

（5）自己株買付状況報告書

　　 報告期間（自　平成23年８月１日　至　平成23年８月31日）平成23年９月５日　関東財務局長に提出

　　 報告期間（自　平成24年２月１日　至　平成24年２月29日）平成24年３月５日　関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

藤森工業株式会社(E02423)

有価証券報告書

102/105



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成２４年６月２１日

藤森工業株式会社   

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　禎良　　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　裕司　　印

　

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる藤森工業株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を

検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤森工

業株式会社及び連結子会社の平成２４年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、藤森工業株式会社の平成

２４年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に

準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施することを

求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に

基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果につ

いて経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、藤森工業株式会社が平成２４年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成２４年６月２１日

藤森工業株式会社   

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山本　禎良　　印

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　裕司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる藤森工業株式会社の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの第８２期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、藤森工業株

式会社の平成２４年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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